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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

学生の受入れに関する目標を達成するための措置

＜学部・短期大学部・大学院共通＞ ＜学部・短期大学部・大学院共通＞

1）学校推薦型選抜（指定校制）の導入に伴い、アド
ミッション・ポリシーを一部改正する。
2）改正部分を含めたアドミッション・ポリシーの周知
のため、入学案内（パンフレット）や本学ホームペー
ジに掲載し広報活動を行う。

3 学校推薦型選抜の制度変更（指定校制導入）に伴い、アドミッション・ポリシーの
一部改正を行い、入学者選抜要項の冒頭ページや入学案内（パンフレット）、本学
ホームページの学部・学科紹介ページに掲載し、高校生並びに学校関係者に対し
て広く周知を図った。
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3）アドミッション・ポリシーに沿った入学者選抜を実
施し、入試結果の分析・検証を行う。アドミッション・
ポリシーに合った意欲ある学生を確保するため、入
学者選抜結果やオープンキャンパス参加者状況を
分析し、入試制度の検討を引き続き行う。大学・短
大ともに新入生に対して入学動機等のアンケートを
実施し、入試広報に係る情報を収集する。

アドミッション・ポリシーに基づき、各選抜区分において評価方法を設定し、入学者
選抜を実施した。併せて、選抜区分ごとの志願者数、受験者数、合格者数および
入学者数を集計し、前年度との比較を含めた分析を行った。
大学については、経済学部および保健福祉学部コミュニティ福祉学科において、
志願者数は概ね前年度並みであったが、保健福祉学部保健看護学科では前年
度比約43.4％の減少となった。その要因として、前年度の志願倍率が高かったこ
とにより受験が敬遠された可能性が考えられる。
短期大学については、全国的な短大志願者数の減少傾向の影響を受け、本学に
おいても志願者・入学者が減少している。特に食物栄養学科の入学者は前年度
比約30％の減少となった。
進学者の出身エリアについては、全体として前年度から大きな変化は見られな
かったものの、保健福祉学部では両学科ともに道外からの進学者がやや減少し
た。これについては、さらなる要因分析が必要である。一方、短期大学では幼児
教育学科において市外（道東方面）からの進学者が増加しており、北海道唯一の
公立短期大学として、本学の教育内容が徐々に浸透してきているものと考えられ
る。
また、オープンキャンパス参加者の分析においては、受験対象者である高校3年
生及び既卒生の参加者のうち、大学では参加者54.4％が出願に至り、33.4％が入
学につながっていることが確認された。短大は、参加者の76.6％が出願し、そのう
ち73.9％が入学に至っている。受験種別としては、学校推薦型選抜および総合型
選抜の割合が高い。
さらに、新入生アンケートでは、本学を進学先として選択した理由として、大学・短
期大学ともに「学びたい内容がある」「取得したい資格がある」といった回答が多く
見られたほか、「公立大学・公立短期大学であること」も一定の割合を占めた。進
学先検討に際して参考とした媒体としては、本学のパンフレットおよびホームペー
ジが多く挙げられた一方、高校教員からの助言も大きな影響を与えていることが
確認された。このことから、高校訪問を通じて教員に本学の魅力を伝える取り組
みが、志願者確保において有効であると考えられる。以上の結果を踏まえ、選抜
制度の在り方および広報方策に係る課題を整理し、今後の入試制度の検討およ
び入試広報の改善につなげる。

　オープンキャンパスの実施に
当たっては、より充実した在学
生との交流を推進し学生の確
保に努められたい。
　オープンキャンパス参加者の
出願が非常に高い状況である
ため、地域別の参加者数など
の分析を進められ、より効果的
な開催を期待する。

年度計画小項目評価　【１　教育等に関する目標を達成するための措置】

＜中期目標　教育等に関する目標＞
⑴ 学生の受入れに関する目標
教育の特長や求める学生像について，本市をはじめとして広く周知することで，学ぶ意欲をもった学生の確保に努めるとともに，資格取得等の様々な目的をもった社会人や留学生等，多様な人材の受入れを推進する。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）アドミッション・ポリシーを周知するため、本市地
域をはじめ、北海道内外へ広く効果的な広報活動
及び学生募集活動を実施する。
2）改正後のアドミッション・ポリシーを入学案内（パ
ンフレット）及びホームページに掲載する。
3）アドミッション・ポリシーに沿った入学者選抜を実
施する。
4）学生募集の強化を目的に、洗練された完成度の
高いホームページへのリニューアルへ向けプロジェ
クトチームを結成し、準備を始める。
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

4）留学生や社会人を対象とした特別選抜を実施す
る。

留学生特別選抜を2月、社会人特別選抜を11月に実施した。留学生については、
東京で開催された相談会や東川町での留学生説明会に参画し、当該説明会には
計51名（東京：46名、東川：5名）の留学生が本学ブースに来訪。志願者層の拡大
に努めた。2025年度に実施した留学生特別選抜では、短期大学部は志願者0名
であったものの、大学は計27名（経営経済学科23名、コミュニティ福祉学科1名、
地域創造学科3名）の志願があった。特に東京会場で試験を実施し、受験機会の
拡充を図った結果、志願者27名のうち25名が東京での受験を選択し、受験生の
確保に繋がった。本学会場に比べ受験者数が圧倒的に多い状況であり、引き続
き留学生の確保に向けて取り組む。社会人特別選抜においては、計2名（保健看
護学科1名、食物栄養学科1名）の志願があった。志願者数は多くないものの、社
会人特別選抜の受験を検討している方からの問い合わせは毎年数件寄せられて
いる。志願に至らなかった要因については十分に把握できていないが、仕事と学
業の両立に対する負担感が高いハードルとなっている可能性がある。しかしなが
ら、社会人の学び直しの機会を提供する観点から、今後も引き続き社会人特別選
抜を実施していく予定である。

【指標】
・入学定員充足率 100％を確保
・入学者に対する地域内比率：30％以上

【指標】
・ 入学定員充足率：100%

3 大学の定員充足率は100％を確保（大学全体充足率：111％）経済学部経営経済
学科は110％、保健福祉学部コミュニティ福祉学科は110％、保健福祉学部保健
看護学科は112％であった。
短大は全体の充足率が64％。学科ごとの数字は食物栄養学科が72％、幼児教
育学科は60％であった。
大学はすべての学科で定員充足となった。短大は昨年よりも入学者が減ってい
る。全国的に短大への進学者が減っている現状ではあるが、高校訪問や相談
会、オープンキャンパス等で魅力を発信しつつ定員充足に向けて努めていく。
入学者に対する地域内比率に関しては、大学・短大すべての学科で30％以上と
なった。
〔大学〕
経済学部経営経済学科：110名 110％（地域内比率：42名　38.2％）
保健福祉学部コミュニティ福祉学科：44名 110％（地域内比率：22名　50.0％）
保健福祉学部保健看護学科：67名 112%（地域内比率：30名　44.8％）
〔短大〕
食物栄養学科：36名 72%（地域内比率：24名　66.7％）
幼児教育学科：60名 60％（地域内比率：41名　68.3％）

※地域内・・・旭川市、鷹栖町、東川町、東神楽町、美瑛町、当麻町、比布町、愛
別町、上川町の1市8町に居住する者
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中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

＜学部・短期大学部共通＞

1）オープンキャンパス、高校説明会及び高校訪問、
進学相談会など市内外を問わず実施・参加する。
特に市内周辺地域を中心とした参加は積極的に行
い、高校説明会及び高校訪問では、教職員が市内
周辺の高校を中心に過去の実績を加味し、入学に
繋がる高校を選択の上訪問し、各学部学科の積極
的な紹介・周知を図る。

オープンキャンパスは大学2回（5月・8月）、短大4回（5月・8月・9月・10月）実施し、
高校生は1099名（前年度887名）参加した。
例年7月に実施していたオープンキャンパスを、遠方からも参加しやすいように、8
月の時期を変更した。参加者は公立化後最多動員となる約900名（保護者含む）
の参加となった。
進学相談会へは市内外合わせて87会場に参加し、延べ1,300名本学のブースに
高校生の参加があった。東京で行われた留学生対象の相談会にも参加し、オー
プンキャンパスへの動員へも繋がった。
高校訪問においては、教職員が道内各地の高校や東北（青森県・岩手県）の高校
を訪問し、本学の紹介・周知を行い、実際に高校の先生からのアドバイスで進学
を決めた受験生もいた。

2）新たに導入する学校推薦型選抜（指定校制）を
反映した入学者選抜要項を作成し、2026年度入学
者選抜を実施する。

入学者選抜要項については、7月中旬に本学HPに公開し、周知を行った。また、
指定校枠を選定し、対象校には制度の説明と通知書を行った。入学者選抜にお
いては、大きなトラブルも無く、滞りなく終了した。

3）旭川市内及び近郊の高校等の高大連携協定新
規締結について検討する。本学の研究・教育の積
極的な紹介と周知を図るために、中・高大連携プロ
グラムを活用し、大学見学の受入れを行い市内外
の中学・高校に対して特別講座を実施する。特に中
学については、中・高大連携プログラムの利活用強
化につなげるために、周知広報を徹底する。旭川
市内の中学校をはじめ、上川中部8町の圏域の中
学校に対し、「中・高校生と生涯学習のための出張
講義メニュー」を持参のうえ訪問し、新規開拓を行
う。

1市8町の高校を直接訪問し、出張講義メニューのPR活動を実施した。2024年度
から小・中学校への広報活動を行っており、今年度も引き続き訪問を行い、周知
に努めた。
その結果、小学校1校から出張講義の依頼があり、早期からの進路選択の一助と
なる学びの機会を提供することができた。
また、中学校においては広報活動が奏功し、出張講義の実施校数が前年度の2
校から6校へと増加した。高校においても、前年度の23校から44校へと大幅に増
加した。
なお、小・中・高校への出張講義については、年度内の広報活動の効果が必ずし
も同年度内に顕在化するものではないことから、今後も継続的に周知を行う必要
がある。あわせて、小・中学校段階においても大学での学びや進路選択に関する
理解を深める機会を提供することで、早期から進路を考える契機の創出につなが
る取組として位置付けられる。今後は、少子化を見据え、こうした裾野の拡大を意
識した取組を継続し、高大接続の強化に向けて推進していく。

　高大接続について出張講義
や大学見学に加え、高校との
連携協定に基づく探究学習や
地域課題学習への支援を展開
されていることは評価する。今
後も、高校での学びを大学での
学修や地域人材の育成へとつ
なげられるよう取り組まれた
い。

【指標】

績：平均10.6校）

大学見学を含めた受入実績は18団体であった。内訳は、高校13校（うち連携協定
校4校）、中学校1校、市外の高齢者大学2団体のほか、旭川点字図書館からの大
学見学受入を行った。
中・高校に加え、高齢者大学や点字図書館など、多様な学習層に対する受入を
通じて、生涯学習を含めた学びの機会を提供している。また本取組は、高齢者大
学や点字図書館など、地域のニーズに応じた教育機会の提供という社会的意義
を有しており、今後も、地域の大学として、幅広い層・学習者に向けた学びの場の
提供を継続していく。

・特別講座実施目標：
高校34講座以上（過去5年実績：平均34講座）
中学6講座以上（過去5年実績：平均5.8講座）

昨年度は50講座（高校45講座・中学校5講座）であったのに対し、今年度は91講
座（高校73講座・中学校17講座・小学校1講座）と、出張講義の依頼件数が大幅
に増加した。
この背景には、これまでの広報活動の効果に加え、連携協定締結先を中心に、高
校生の進路に応じた講義内容へのニーズが高まっていることが挙げられる。
2026年度に地域創造学部を開設することから、講義分野のさらなる拡大が見込ま
れ、さらに依頼数が増えると期待される。周知活動の充実を図り、地域のニーズ
に対応した講義の提供を継続していく。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

3 3

4 4
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

＜大学院＞

1）学内の大学院進学者を増やすため、経済学部及
び保健福祉学部の研究意欲の高い学生に対し、随
時相談に応じ、大学院への進学を勧める。

ゼミ等を通じて、研究意欲の高い学生からの大学院進学に関する相談に随時対
応し、入試日程・奨学金等の情報提供を3名に行った。これにより、学生が進学を
具体的に検討できる体制整備につながった。

2）学部生及び社会人を含めた大学院進学に特化し
た入学相談会を実施する。

学部生及び社会人を対象とした大学院進学説明会を令和8年1月13日に実施し、
大学院に関する情報提供を行う機会を設けた。これにより、学内進学希望者及び
社会人に対して大学院進学に関する相談機会を提供する体制を整えることがで
きた。一方で、参加者の確保には課題が残ったため、次年度に周知方法や実施
時期等を検討し、大学院進学希望者への情報発信の充実を図る。

3）筆記試験によりアドミッション・ポリシーに沿った
英語や専門科目の知識・思考力を備えた入学者を
選抜し、口述試験によって研究計画に関するディス
カッション能力について選抜し、入試制度・結果の
分析及び検証を行う。

大学院入学者選抜は、１期を令和7年12月、２期を令和8年3月に実施した。出願
者は社会人特別選抜3名で、合格した3名全員が入学した。一方、内部進学者は
皆無であったことから、学部学生のうち研究意欲の高い学生に対し、大学院進学
に向けた働き掛けを強化する必要がある。

＜短期大学部＞ ＜短期大学部＞

1）本学で学ぶ意欲を持った学生の確保に向け、
オープンキャンパスや学科紹介動画、SNSなどで短
期大学部の魅力を発信する。高校生等の進路選択
に大きく影響するオープンキャンパスについては、
早くから広報を行い参加者増を目指す。

オープンキャンパスでは、学科紹介や体験講義、教員・在学生とのフリートーク
ブースなどを設けて、本学の魅力を体験できるように努めた。また、9月のオープ
ンキャンパスでは、入試対策講座（小論文・面接対策講座）を行い、意欲ある高校
生のモチベーションアップに繋げた。学内での学生の様子をSNS（主にInstagram）
にアップしたり、広報用動画も製作など、魅力発信に努めた。

2）新入生への入学前教育として、短大における学
修を円滑に進めていくために必要な知識や学びに
対する態度を「プレカレッジプログラム」を通して養う
目的で、従来の課題に加え、2024年度から開催し
ているスクーリングを継続し実施する。

プレカレッジプログラムとして自宅課題を実施し、全入学予定者が短大の専門職
養成の基礎学習に取り組み、理解を深めることで入学後の科目へ円滑に接続で
きた。スクーリングは当日の天候悪化で中止となり、各学科で振替課題を実施し
た。

3）保育の魅力発信事業として、小学生・中学生・高
校生向けのインターンシップを実施し、手引きの提
供や保育体験の実施などを行う。

小学生向けインターンは募集27名に対し178名の応募があり、その後のアンケー
ト結果によると、満足度92％・期待度87％と高かった。なお、冬にも16名の小学生
の参加があり、短大保育の魅力を伝えることができた。中学生には手引きを無償
提供し2校が導入、高校生11名は座学・学食・隣接園での保育体験を通じ多面的
に保育理解を高めた。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

3 3

アドミッション・ポリシーに対する認識の保持と、入
学後資格取得のための学修に対する理解と意欲向
上のために、入学前教育（プレカレッジプログラム）
を継続して実施す
る。

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

　学生及び卒業生への支援に関する目標を達成するための措置

＜学部・短期大学部共通＞ ＜学部・短期大学部共通＞

1）学生が就職に必要な情報を直接得られる機会を
設けるため、経済学部では、旭川市内の企業を中
心に招き、年間を通して合同企業説明会を開催し、
卒業年度の学生には就職先とし、その他の学年の
学生には企業研究の機会とする。公立化に伴う入
学者の変容に対応するため、参加企業を新たに開
拓する。専門職に関しては、コミュニティ福祉学科で
は、福祉業界での職種についての講義を開催し、
保健看護学科では病院等の合同就職説明会を開
催する。短期大学部食物栄養学科で卒業生が多数
在職している企業を招き、学内説明会を開催する。
幼児教育学科では事業所の見学や施設訪問ツ
アーを開催する。

学内合同企業説明会を実施した。
保健看護学科で合同就職説明会を実施した。短期大学部食物栄養学科で給食
委託会社8社による学内企業説明会を実施した。幼児教育学科では旭川市と共
催の「あさひかわほいくミライテラス」を実施（参加者10名）。旭川市主催の保育所
等見学ツアーを実施（参加者3名）
経済学部学内合同企業説明会：7回実施・参加企業110社・参加学生398名
保健福祉学部保健看護学科合同就職説明会（病院で働く福祉職の合同就職説
明会も併設）：1回実施・参加企業数11社・参加学生数47名
食物栄養学科給食委託会社学内企業説明会：参加企業数8社・参加学生45名

　合同企業説明会やインターン
シップ等は、卒業生の地元定着
率向上に資する取組であると
高く評価する。地域への貢献度
を図る上でも定着率は重要で
あるため、引き続き取組を推進
されたい。
　今後、公立化後の入学生が
卒業することになるため卒業後
の進路など地元定着について
状況把握及び分析を進めてほ
しい。

2）就業体験を通したキャリア教育を充実させるた
め、企業や市町村におけるオープンカンパニー・イ
ンターンシップの情報を積極的に収集し、学生に提
供する。三省合意に基づくインターンシップの取扱
に対応し、卒業年度の学生以外に対しても情報提
供を積極的に行う。

企業や市町村に関するインターンシップ等の情報提供を行った（インターンシップ
等参加件数　経済107件/保健福祉学部2件）。保健福祉学部ではコミュニティ福
祉学科から帯広市へ1名、保健看護学科から旭川厚生病院へ1名が参加した。

　インターンシップについて参加
状況の把握と分析を進めること
で、学生が希望する就職等の
実現に向けた取組を検討して
ほしい。

3）多様な就職面接に対応できるよう、実践的な個
人面接練習・集団面接練習を継続して実施する。

経済学部では、模擬面接を４回実施した（個人面接2回計12名/集団面接1回9名/
グループディスカッション１回5名）。
保健福祉学部においては、両学科ともに４月に面接対策講座（実技）を実施し、83
名（コミュ28名、看護55名）が参加した。また、ハローワークに依頼し、19名（コミュ
4名＋看護15名）に個別の面接トレーニングを実施した。
短期大学部で、面接対策講座を実施し、自己分析、面接マナー、実技(個人・集団
面接)を実施した（講義参加学生86名、実技参加学生80名）。

4）卒業生アンケートの回答を基に、卒業生の転職
離職等も併せて状況を把握し、就職先担当者と連
携しながらサポートを行う。卒業生の回答率を向上
させるために、アンケートの実施時期・方法につい
ても検討していく。

経済学部は、就職先64ヵ所に依頼し34ヵ所から回答があった（回答率53.1％）。保
健福祉学部は、就職先53ヵ所に依頼し34ヵ所から回答を得た（64.2％）。また、卒
業後1年目・3年目の卒業生を対象にしたアンケートでは、22名から回答があった
（回答率13.2％）。
短期大学部は、就職先46ヵ所に依頼し36ヵ所から回答があった（回答率78.3%)。
アンケートで得られた結果の就職先が求める人材や、身に付けるべき能力、技
術、態度等のほか、就職した学生の近況を聴取した結果を在校生に情報共有す
るなど、キャリア支援で有効利用している。転職離職調査では卒業して2・3年目の
学生を対象に調査し、68名の卒業生から回答があった（回答率43.9％）。

　新規学卒就職者の離職率が
低水準であることについて評価
する。要因を分析することで、
状況が継続されることを期待す
る。

年度計画小項目評価　【１　教育等に関する目標を達成するための措置】
＜中期目標　教育等に関する目標＞
⑵ 学生及び卒業生への支援に関する目標
　全ての学生が安心して大学生活を送ることができるよう就学支援，進路相談等の教職員による相談体制を整えるとともに，幅広い分野における企業でのインターンシップの拡充によりキャリア支援の充実を図る。
　また，同窓会，後援会等との連携を強化し，学生及び卒業生に対する幅広い支援体制の構築を図る。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）企業研究や就職意識を高めるため、学内合同企
業説明会を年間通して開催する。
2）学生のインターンシップ又はボランティア活動を
促進し、就業体験を通したキャリア教育を充実させ
る。
3）オンライン面接にも対応できるよう機材等を整備
し、面接指導の徹底を図る。
4）卒業生及び就職先へのアンケートを年 1 回実施
し、キャリア支援に活用する。
5）厳しい経済状況にある学生が学業に専念できる
よう、国や自治体等が行う高等教育の修学支援制
度を活用するとともに、奨学金・貸付金制度全般に
ついて広く周知する。
6）休・退学を予防するため、合理的な配慮を要する
学生への支援を含め、学修・学生生活の充実に向
けた支援体制を構築する。
7）同窓会及び後援会との連携を強化し、学生を経
済的な側面から支える体制を整備するとともに、卒
業生との幅広い支援体制を構築する。
8）学生相談室並びに保健室を充実させ、メンタル
ヘルスを中心とした学生相談室体制と、学生を健康
面から支える保健室体制を整備する。
9）保健室に常駐のスタッフを配置する。

3 3
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5）日本学生支援機構の給付型・貸与型奨学金をは
じめ、修学が困難にならぬよう、学内奨学金を充実
させるために、同窓会及び後援会との連携を図る。
2024年度より、経済的理由により修学が困難であ
る私費外国人留学生を対象に、年10万円3名枠の
授業料減免制度を設けており、積極的に周知して
いく。

日本学生支援機構の給付型や貸与型奨学金については、学内にて年2回の周知
を行い掲示およびHPでの案内を実施した。また、今年度より多子世帯の授業料
減免が採用されたたことを受け、在学生オリエンテーションで多子世帯の減免に
ついて周知や資料を配布し、メールによる案内も実施した。未申請の学生につい
ては、学生調書をもとに多子世帯該当者を抽出し、電話連絡も行うなど、周知漏
れがないよう最大限の配慮を行った。その結果、未手続の学生に対して申請を促
すことが出来た。加えて、昨年度に引き続き私費外国人留学生授業料減免制度
を実施し、経済的理由により修学が困難な留学生のうち、応募のあった5名から3
名が採用され、それぞれ10万円の授業料減免を行った。

6）休・退学を予防するため、学生支援委員会のみ
ならず、教務委員会・学生相談室委員会・保健室ス
タッフ・担当教員とも連携を図る。

令和7年度より、合理的配慮を必要とする学生への支援について、本格的に実施
する方向で進めた。全学生を対象としたオリエンテーション時に合理的配慮の趣
旨と申請手続きについて説明を行った。結果、数名の学生から合理的配慮申請
の申請があり、個々の状況に応じた支援内容について本人と十分に話し合いをし
ながら、対応を実施した。また、学生相談室委員会や教務委員会とも連携を図り
ながら、合理的配慮を必要とする学生に対して、個別的かつ柔軟に対応した。

　合理的配慮を必要とする学生
について個人情報の管理に配
慮しつつ、全学的なコンセンサ
スのもと支援を進めてほしい。

7）同窓会総会及び同窓会懇親会、後援会総会等
へより多くの教職員の参加を促し、活性化に努め
る。後援会・同窓会からの学生への奨学金制度の
運用をサポートし、積極的な奨学金制度の活用の
呼びかけや、公正な運用を行う。後援会総会及び
保護者懇談会の運営をサポートし、保護者が本学
の学びや学生生活を垣間見られるような機会を設
ける。

2025年度は、同窓会（旭川市立大学立誠会）より500万円の寄附を受け、新校舎
の象徴でもある1階レクチャールームの椅子・机の整備に充当された。なお、同窓
会活動については、公立化後も継続的な支援が行われている。
後援会については、学生の国際交流や学生の部活動・サークル活動、「旭辰祭」
に対する支援が行われた。後援会の構成は、保護者を1号会員、個人を2号会
員、企業を3号会員、学内教職員を4号会員として組織されており、会員数は総勢
900名となっている。一方で、その規模を生かした大学支援の在り方については、
今後さらに検討を深める必要がある。奨学金制度の状況としては、経済的理由に
より学業継続が困難な学生を対象とした後援会奨学金は8名、成績優秀者を対象
とした同窓会奨学金は19名に授与された。

　同窓会・後援会との連携は非
常に重要であるため、連絡方
法の確立など取組を推進して
ほしい。学習満足度や離職率
の把握にも活用できるものと認
識する。

8）相談室窓口や学内カウンセラー、学生相談室委
員について掲載した学生相談室だよりを発行し、学
生への周知を徹底する。学生支援委員会・学生支
援課・保健室・外部カウンセラー・他機関と引き続き
連携し、学生支援を行う。全学的な学生生活におけ
る支援体制を構築するため、学生支援課・学生支
援委員会・学生相談室委員会・人権擁護委員会・
人権擁護相談員・ゼミナール担当教員及びクラス
担任、その他部署との分掌及び連携方法を検討す
る。障がい学生の就職支援のため、キャリア支援課
及びキャリア支援委員会、行政機関との連携を構
築する。

相談室窓口紹介や学内カウンセラー通信、学生相談室だより、保健室だより等を
通じて、学生に対する相談窓口の周知を継続的に実施した。また、学生支援課が
気になる学生を相談室利用に繋げる体制が機能しており、その結果、相談室利
用者件数は前年度比で46%増加した。学生生活の困難事項に対して、相談機能
が発揮され、学生支援の充実につながったものと考えられる。また今年度は、特
定の学科学年からの相談案件が多くみられ、教員との連携のもと見守り対応する
ケースもあった。今後は、様々なケースに柔軟に対応できるよう引き続き関係部
署との連携体制を強化し、情報共有の在り方や支援方法のさらなる体系化に向
けて検討、改善をすすめていく必要性がある。

9）障がい等のある学生への支援を実施するため、
保健室スタッフならびに学生相談室と連携を図る。
障がい等のある学生の支援に関わる受け入れ体
制や支援体制図を整えていく。また、視覚や聴覚に
障がいのある学生が入学した場合は、旭川市との
連携を図り、手話や点字、ノートテイク等の支援も
構築していく。障がい等のある学生の就職支援の
ため、キャリア支援課及びキャリア支援委員会、旭
川市との連携を構築する。さらに合理的な配慮を要
する学生の情報共有を教職員で密に行い、学修・
学生生活の充実に向けた全学的な支援体制を整え
る。

キャリア支援においては、外部の就労支援等を担う機関と連携し、支援を必要と
する学生への面談等を実施した。さらに、学生の特性に応じた進路の検討を行う
など、外部機関との連携を通じて、個々の状況に即した支援を実施した。
学生支援の面では、障がい学生の支援に関する部会の設置ならびに学生支援の
組織の検討を進め、受け入れ及び支援の体制整備を行った。合わせて、障がい
等のある学生に対する支援申請書を作成し、実際に学生数名から申請があった。
それぞれの支援内容も異なるため、数回の本人面談を行い、個々の学生に合っ
た支援体制を検討し、実施してきた。視覚または聴覚に障がいのある学生の入学
がなかったことから、今年度においては旭川市との連携は実施していない。その
ため、当該分野に係る具体的な支援の実施および体制整備には至っていない。

1）企業研究や就職意識を高めるため、学内合同企
業説明会を年間通して開催する。
2）学生のインターンシップ又はボランティア活動を
促進し、就業体験を通したキャリア教育を充実させ
る。
3）オンライン面接にも対応できるよう機材等を整備
し、面接指導の徹底を図る。
4）卒業生及び就職先へのアンケートを年 1 回実施
し、キャリア支援に活用する。
5）厳しい経済状況にある学生が学業に専念できる
よう、国や自治体等が行う高等教育の修学支援制
度を活用するとともに、奨学金・貸付金制度全般に
ついて広く周知する。
6）休・退学を予防するため、合理的な配慮を要する
学生への支援を含め、学修・学生生活の充実に向
けた支援体制を構築する。
7）同窓会及び後援会との連携を強化し、学生を経
済的な側面から支える体制を整備するとともに、卒
業生との幅広い支援体制を構築する。
8）学生相談室並びに保健室を充実させ、メンタル
ヘルスを中心とした学生相談室体制と、学生を健康
面から支える保健室体制を整備する。
9）保健室に常駐のスタッフを配置する。

3 3

8



10）学生の体調面や悩みごとの相談等に対応する
ため、学生が利用しやすい環境を整え、学生相談
室利用の案内をメールや掲示等で周知する。相談
員は学生相談室研究会等に参加し、相談員として
の質の向上が図れるようにする。相談室運営委員
会において本学学生の事例検討を行う機会を持つ
など学生への相談機能を高める。常勤カウンセラー
の設置を検討する。

定期的に保健室だよりおよび学生相談室だよりを発行し、保健室および学生相談
室の案内を行うとともに、メール配信、学内掲示、本学ホームページを通じて広く
周知した。
今年度は、相談員1名が「障害者差別解消法に関する理解・啓発セミナー」に参加
し、資質向上に努めた。
常勤カウンセラーの配置には至らなかったものの、相談件数が年々増加している
状況を踏まえ、カウンセラーの対応時間を延長した。
さらに、次年度は、カウンセラーの来学回数を増やすとともに、長期休業期間中の
面談日の設定を行うなど、相談体制の充実を図ることとした。

【指標】

値：80％以上（５段階評価の上位 2 つ）

就職率(R8.5.1)
経済学部経営経済学科100％
保健福祉学部100％
短期大学部98.9％

・合同企業説明会の開催目標：年間 7 回実施 合同企業説明会開催：年間 7 回

1）企業研究や就職意識を高めるため、学内合同企
業説明会を年間通して開催する。
2）学生のインターンシップ又はボランティア活動を
促進し、就業体験を通したキャリア教育を充実させ
る。
3）オンライン面接にも対応できるよう機材等を整備
し、面接指導の徹底を図る。
4）卒業生及び就職先へのアンケートを年 1 回実施
し、キャリア支援に活用する。
5）厳しい経済状況にある学生が学業に専念できる
よう、国や自治体等が行う高等教育の修学支援制
度を活用するとともに、奨学金・貸付金制度全般に
ついて広く周知する。
6）休・退学を予防するため、合理的な配慮を要する
学生への支援を含め、学修・学生生活の充実に向
けた支援体制を構築する。
7）同窓会及び後援会との連携を強化し、学生を経
済的な側面から支える体制を整備するとともに、卒
業生との幅広い支援体制を構築する。
8）学生相談室並びに保健室を充実させ、メンタル
ヘルスを中心とした学生相談室体制と、学生を健康
面から支える保健室体制を整備する。
9）保健室に常駐のスタッフを配置する。

3 3

【指標】
・就職率（就職者数/就職希望者数）の目標値：
100%
・学生満足度調査(肯定的評価の回答率)の目標
値：80％以上（５段階評価の上位 2 つ）

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

＜経済学部＞ ＜経済学部＞

キャリア教育の一環としてゼミナール活動発表会を
開催し、参加者（経営者及び行政・
教育関係者）から評価を受けることで、キャリア形
成の充実を図る。

1）継続してゼミナール活動報告会を年度末に開催
する。
2）留学生への就職及び大学院進学の支援を強化
する。

3 2026年2月13日にキャリア支援委員会が主催するゼミナール活動報告会を実施し
た（参加学生数80名・一般来訪10名）。
2）留学生への就職支援に関しては毎年4月に行われる留学生オリエンテーション
の中で就職に関する指導を行っているほか、学内合同企業説明会では留学生採
用の可否を参加企業に確認し、随時留学生に案内してきた。その結果、2026年3
月に卒業した留学生6名のうち、就職した者4名（うち道内3名、韓国1名）、就職を
希望しなかった者2名となった。一方、留学生の大学院進学については、2025年
度の卒業生においては該当者はいないが、過年度の卒業生においては、卒業後
一定期間を経て大学院に進学する事例も見られる。

3

＜保健福祉学部コミュニティ福祉学科＞ ＜保健福祉学部コミュニティ福祉学科＞

年次別キャリア講座、国家試験ガイダンス、国家試
験対策模擬試験を継続実施する。

1）年次別キャリア講座、国家試験ガイダンス、国家
試験対策模擬試験を実施する。講座に参加するこ
とによって、就職活動に対するモチベーションや理
解度を深めるために、各キャリア支援委員及びゼミ
ナールの教員が協力して、講座への参加率を高め
ていく。

3 ＜年次別キャリア講座＞
1年生：キャリア講座を10月に実施し、43名が参加した。2年生：実習前マナー講座
を１月に実施し、32名が参加した。3年生：キャリア講座を11月に実施し、17名が参
加した。また、履歴書・ESの書き方講座を1月に実施し、15名が参加した。4年生：
就職対策講座を4月に実施し、28名が参加した。
＜国家試験ガイダンス＞
国試対策セミナーを7月に2回実施し、延べ48名が参加した。さらに国試直前セミ
ナーを1月に2回実施し、延べ35名が参加した。
＜国家試験対策模擬試験＞
学内模試を2回実施し、延べ48名が参加した。

3 　キャリア講座について学生の
希望や就職活動の進捗状況に
影響されるものであると認識す
るものの、３年生の参加が相対
的に少ない。開催時期の検討
など、より充実したキャリア支援
に努められたい。

【指標】

（現役）平均合格率以上

社会福祉士60.0％（前年63.0％）、精神保健福祉士71.4％（前年80.0％）でいずれ
も前年を下回り、全国平均合格率（社会福祉士60.7%、精神保健福祉士78.2%）を
下回る結果となった。

・旭川市内及び近隣町（１市８町）への就職率：50％
以上

旭川市及び近郊地域への就職率は62.5％で目標を上回った。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

【指標】
・国家試験合格率：前年度の実績及び 4 年制大学
（現役）平均合格率以上
・旭川市内及び近隣町（1 市 8 町）への就職率：
50％以上

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

＜保健福祉学部保健看護学科＞ ＜保健福祉学部保健看護学科＞

国家試験受験対策として、各試験の対策講座を継
続実施する。

1）接遇・マナー講座・就職活動・手続き、面接指導
等のガイダンスを早期から実施し、インターンシップ
への参加を支援する。就職活動の時期が早まって
はいるが、例年通り3年次12月は就職ガイダンス、4
年次4月早々就職対策講座、その後、面接対策の
講座を実施する。

講座、実習前マナー講座、就職ガイダンス、コミュニケーション講座、保健師課程
就職ガイダンスを実施し、延べ357名の学生が参加した。
後期は9月に実習前マナー講座、12月に就職ガイダンス(第2回)を開催し、延べ
103名の学生が参加した。

2）病院合同学内説明会の開催を年１回程度継続し
て実施する。学生の参加率90％以上を目指す。採
用担当者と対面することにより、学生本人の病院へ
の就職に対するモチベーションを高めていく環境を
整えていく。

2025年度の対面での学内合同就職説明会を3月13日に実施した。
実習施設や就職実績のある関連病院等13施設に参加を依頼し、11の病院・施設
から参加の回答があった。
保健看護学科の１～３年と、コミュニティ福祉学科の1～3年の全学生に事前告知
して参加を促し、保健看護学科は計47名（3年生42名、2年生4名、1年生2名）が参
加した。コミュニティ福祉学科は事前申込のあった3年生4名とも当日は欠席し、参
加者はいなかった。
保健看護学科の学生参加率は3年生75.0％、2年生6.5％で、メインとなる3年生は
約7割の出席率であった。
就職試験を目前に、学生のモチベーションが高まった。

3）病院から本学合同説明会へ遠隔参加できるため
の方法を検討する。

合同説明会については、対面による説明会を行うことを重視したことから、病院等
からのオンライン参加は実施しなかった。

4）休学者を最小にとどめ、長期休学にならないよ
う、早期休養（休学）を勧め、復学できるよう支援す
る。

自主的に学習体制がとれない学生が、結果的に休学を余儀なくさせる。
休学・復学支援は、担任がフォローし、復学や必要時進路変更の相談を担ってい
る。

5）学内教員を中心に看護師国家試験対策特別講
座を開催する。90％以上の学生参加率を目指す。

学内教員が中心となって、看護師国家試験特別講座を開催した。全体として約
90％程度の出席があった。

【指標】
・国家試験合格率：前年度の実績及び 4 年制大学
（現役）平均合格率以上
・国家試験講座の出席率の目標値：平均 60％以上

【指標】

（現役）平均合格率以上

3 ・看護師国家試験合格率：93.2％（現役生）（全国94.1％）
・就職希望者就職率100%維持

3

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

3 3

11



項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

＜短期大学部＞ ＜短期大学部＞

1）就活やコミュニケーション、社会人としてのルー
ルやマナー、就職時に必要となる労働条件等に関
するキャリアセミナー・講座を開催する。

各4回のセミナーの他に一般職セミナー、進学セミナー、ビジネスマナー講座、コ
ミュニケーション講座、ジェネリックスキルテストの解説会を実施した(2年生7割・1
年生9割が参加)。

2）ジェネリックスキルテストを１年生（入学時）と2年
生（卒業前）に実施し、在学中の成長分析を行う。
外部講師による解説会を両学年とも、テスト受験後
に実施し、自己分析や就職後に活用できるようにす
る。ポートフォリオにも反映し、学生がいつでも見返
すことができるようにする。

1年生を対象に、ジェネリックスキルテスト（PROG）を実施した（受験率97.9％）。解
説会には8割の学生が参加し、在学生活に役立てられるように説明を行った。2年
後期に再度テストを実施した（受験率91.3％）。解説会時に前回からの変化を確認
し、今後は社会人として役立てられるようにアドバイスを行った。

3）リカレント教育を持続的安定的に進められるよう
体制を検討する。計画的に進め、計画段階から学
科でより連携を図り実施する。実施後に成果の検
証を行い学科学部間で共有する。

学科内で年間の実施計画（内容・実施時期・回数）を策定したうえでスキルアップ
講座を実施した。継続的に実施可能で効果的な内容となるよう検討しながら運営
を行った。

4）継続して6回の卒業生対象の管理栄養士国家試
験対策講座を実施する。周知強化のため、学科内
での連携を図る。

計6回実施した（10/5・19、11/9・16、12/14，1/18）。受講者数は各講座10名だっ
た。

5）栄養士・管理栄養士のリ・トレーニングのために、
卒業生を対象としたスキルアップ講座を２回開催す
る。リカレント教育を通して、産学官連携を図り、地
域貢献に繋がる内容を実施する。

スキルアップ講座（リカレント講座）を2回実施した。1回目は11月27日に東京大学
名誉教授 佐々木敏氏を講師として招き、「食べ方で変わる健康－データで読み解
く食事の科学」をテーマに開催し、学生54名、一般参加者60名の計114名が参加
した。2回目は2月28日に「スポーツ栄養」をテーマとして講師2名により実施し、42
名が参加した。いずれの講座も卒業生を含む有資格者および一般参加者を対象
に実施し、専門知識の再学習および地域への知識還元の機会となった。

【指標】
・卒業生の管理栄養士国家試験合格者数：10 人以
上

【指標】
・卒業生の管理栄養士国家試験合格者数：10 人以
上

既卒者の管理栄養士国家試験合格者数については、10名中2名の本学卒業者の
合格者となった。管理栄養士国家試験については難化しており、今後の対策が必
要である。である。）

・3 年後離職率：40％以下（短大生全国平均 42％） ・3 年後離職率：40％以下（短大生全国平均 42％）

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）実践的な就職対策講座を実施する。
2) 社会人基礎力を養うためのジェネリックスキルテ
ストを複数回実施し、社会人基礎力の向上（達成）
度を測定する。
3）卒業生のキャリアアップのためのリカレント教育
を充実させる。

4 4

2 2 　指標について管理栄養士国
家試験が難化傾向にあることを
踏まえた設定ができるよう機会
を捉えて修正に向けて検討して
ほしい。
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

　教育に関する目標を達成するための措置

＜学部，短期大学部，大学院共通＞ ＜学部，短期大学部，大学院共通＞

1）カリキュラム・ポリシー及びディプロマ・ポリシーを
履修ガイド、シラバス、ホームページ等に掲載し周
知を徹底する。３つのポリシーが大学の教育理念を
踏まえ、一貫性あるものとして策定されているかを
点検し、必要があれば各ポリシーの内容自体も見
直しを行う。

カリキュラム・ポリシー及びディプロマ・ポリシーを履修ガイド、シラバス、ホーム
ページ等に掲載するなどして周知を図った。また、新たに開設される地域創造学
部のポリシーとの整合性を確保しながら、大学の教育理念を踏まえて新たに全学
の3つのポリシーを策定するとともに、大学各学部の学科の3つのポリシーを改定
した。

2）カリキュラム・マップ、カリキュラム・ツリー、ナンバ
リングをオリエンテーション等で周知し、計画的な履
修を促進するための資料として活用する。

新入生オリエンテーションにおいては、カリキュラム・マップ、カリキュラム・ツリー
およびナンバリングの意義と活用方法について説明を実施した。また、在学生オ
リエンテーションにおいても、履修計画との関連を踏まえて説明を実施した。
さらに、配布資料として冊子形式の「履修ガイド」を更新し、新入生に配布した。

3）令和8年度からの全学共通教育科目の開始（大
学）に向けて、本学の教育理念、教育目標を達成す
るための教育プログラムとなるよう内容を精査して
いく。

本学の教育理念、教育目標を達成できるよう、令和8年度からの全学共通教育科
目の開始（大学）に合わせてカリキュラムを改編した。全学共通教育科目の4つの
目的（①幅広い教養と多角的な視点に基づく批判的思考力の修得②地域社会の
具体的課題を通した問題解決能力の向上と市民性の陶冶③グローバル社会へ
の適応力の醸成④専門教育への橋渡し）を持たせて、「ACUコア科目/大学の教
育目標の達成に必要不可欠な科目」と「リベラルアーツ科目/深く広い教養を学
ぶ」の2つの科目群で構成することとした。

　留学生の入学に当たって日
本語能力及び修了証明を確認
していることは評価する。英語
能力の確認についても厳格化
が進んでいることからその対策
を検討してほしい。

4）数理・データサイエンス・AI教育プログラム（リテラ
シーレベル）の認定を受けるため文部科学省へ申
請を行う。

数理・データサイエンス・AI教育プログラム（リテラシーレベル）が、文部科学省に
より認定され、2025年度卒業生56名に修了証を授与した。

　数理・データサイエンス・AI教
育プログラムについて令和11
年の応用基礎レベルの認定申
請に向けて着実に取り組まれ
ることを期待する。

年度計画小項目評価　【１　教育等に関する目標を達成するための措置】
＜中期目標　教育等に関する目標＞
⑶ 教育に関する目標
　ア 学士課程
広範な基礎的知識と専門分野における実践的スキルを修得するとともに，地域活動や現場での実習等によりコミュニケーション能力やプレゼンテーション能力などの社会人基礎力を高め，広く社会で活躍できる人材を育成する。あわせ
て，国家資格の取得率向上や各種資格取得の促進を図るとともに，語学教育などに力を注ぎ国際的な視野も兼ね備えた人材の育成を目指す。
　イ 修士課程
高度で広範な知見を有することで，社会変動を敏速に察知し，地域に及ぼす影響や地域の動向を深く洞察し，地域課題の解決のみならず，地域政策を提案し地域社会を牽引する人材の育成を目指す。
　ウ 短期大学士課程
食，教育，福祉の分野において専門的に対応できる知識，技術及び資格を身に付け，地域の要請に応えるとともに，他者に寄り添うことのできる豊かな人間性をもった人材の育成を目指す。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）カリキュラム・ポリシー及びディプロマ・ポリシーを
明確に定め、シラバス及びホームぺージに掲載し
周知を徹底する。
2）カリキュラム・マップ、カリキュラム・ツリー、ナンバ
リングを明確に定め、シラバス及びホームぺージに
掲載し、学生へ周知することでカリキュラムの計画
的な履修を促進する。

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

＜経済学部＞ ＜経済学部＞

1）語学教育の充実のため、継続して新入生に対し
英語能力判定テストを実施する。

継続して新入生に対し英語能力判定テストを実施し、成績によるクラス分けを行う
ことで各学生の学力に応じた英語教育を実施した。

2）単位互換、学生交換等を目標とし、国内提携大
学との交流をスタートする。

国内連携大学である沖縄大学との交流科目である「北海道学」に７名の沖縄大学
の学生が参加した。

3）留学生の必修科目として開講している日本語Ⅰ
～Ⅳの教育内容を精査点検し、充実に努めていく。

留学生の必修科目として開講している日本語Ⅰ～Ⅳの担当教員と協議し、教育
内容を精査点検した。

4）1年生ゼミナールにおいてアカデミックリーディン
グ・ライティングの基礎力の養成を継続しつつ、初
年次教育としての今後の1年生ゼミナールのあり方
を検討する。

1年生ゼミナールにおいて、アカデミック・リーディング及びアカデミック・ライティン
グを共通テーマとして設定し、各教員の専門分野に応じた教材・資料を用いて、大
学での学習に必要とされる基礎的な読解力・文章力を涵養する取組みを実施し
た。

＜保健福祉学部＞ ＜保健福祉学部＞

ジェネリックスキルテストを継続し、学修ポートフォリ
オを併用して学生の学修過程とプロセスを評価す
る。

1）ジェネリックスキルテストを継続し、学修ポート
フォリオを併用して学生の学修過程とプロセスを評
価する。

3 ポータルサイト上の学修ポートフォリオにDPの達成度をレーダーチャートで年次ご
とに表し、ジェネリックスキルテスト結果も集約したことにより、学生が自らの成長
プロセスを確認することができた。学生との個人面談で活用し、学習意欲の向上
および自己課題の明確化が促進された。

3

＜保健福祉学部コミュニティ福祉学科＞ ＜保健福祉学部コミュニティ福祉学科＞

1）地域を基盤とした実践能力の高いソーシャル
ワーカーを養成するために、ディプロマポリシー及
びカリキュラムポリシーに基づいた教養教育及び専
門教育並びにゼミナール教育に取り組むとともに、
アセスメントポリシーに基づいた学修成果の点検を
行う。

地域を基盤としたソーシャルワーカー養成を実践すべく、今年度もディプロマポリ
シー及びカリキュラムポリシーに基づいた教育活動を展開しているところである。
ゼミナール教育についても、前年と同じく、各ゼミナールがシラバスに基づいて、
特色ある取り組みを行うことができた。それらの活動の一端は大学ウェブサイトや
メディアで積極的に情報発信している。一方で、アセスメント・ポリシーに基づいた
学修成果の点検には取り組めていない。

２）初年次教育及び福祉士養成課程選択のため
に、また、ソーシャルワーク・ケアワークにおける知
識や実践的技術の獲得に資するために、現役の社
会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士といった
実務家（卒業生を含む）を研修会講師として招聘す
る。

今年度は精神保健福祉士養成課程及び介護福祉士養成課程の選択に必要な情
報を提供するために、基礎ゼミナールにおいて両養成課程担当教員による講義・
見学（1回）・講話（2回／特養施設長及び地域包括支援センター職員を招聘）を実
施することができた。

3）学生が論理的思考と研究能力を習得し、プレゼ
ンテーション能力の向上に資するため、各種実習科
目における実習報告会を充実させる。実習指導者
会議を通して、各種実習における実習指導者との
課題意識の共有し、実習教育における質の向上を
図る。

6月に3福祉士の実習指導者会議をそれぞれ開催し、福祉士実習遂行上の課題
について共有することができた。また、年度末には実習指導者を招いて行う各実
習の実習報告会を開催を計画し、参加したすべての実習指導者から指導を受け
ることができた。そのうえで、各実習履修者が自らの実習体験を振り返りながら、
実習報告書の執筆や実習報告の準備を行う過程の中で、論理的思考と研究能力
を習得し、プレゼンテーション能力を高めることができた。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）基礎教育効果を高めるため 1 年生を対象に英
語能力判定テストを継続する。
2）国内提携大学との交流（単位互換、学生交換等）
を推進する。
3）留学生に対する日本語教育科目を開講し、日本
語能力検定受験の推進を図る。
4）1 年ゼミナールにおいて、アカデミックリーディン
グ・ライティング力の養成を図る。

3 3

1）社会福祉士及び精神保健福祉士の指定規則改
正に合わせたカリキュラム改正により、ソーシャル
ワーク専門職者として実践能力のある社会福祉
士、精神保健福祉士を養成する。
2）介護福祉士養成課程を令和５年度に開設し、地
域福祉の中核を担う介護福祉士を養成する。

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

＜保健福祉学部保健看護学科＞ ＜保健福祉学部保健看護学科＞

1）地域体験実習の継続。実習目標達成。4年次の
地域統合実習の実施と学生の学びを目標に沿って
評価する。

地域体験実習において、実習施設確保や時間において学びの限界があった。実
習目標はある程度達成されたものの、さらなる学びの深化のために、実習施設の
変更による実習時間の確保が必要となる。

2）実習ポートフォリオの継続と、ポートフォリオに目
標シートを作成し、学生の目標達成度を数値化し評
価を可視化する。評価結果を実習委員会中心に学
科内に公表する。

実習の開始前・期間中・終了時に目標シートを活用した面談・振り返りを行い、学
生が自己課題の明確化と成長の実感を得られるよう支援した。その結果、学生の
学習意欲と自己肯定感が高まるとともに、教員・実習指導者間での情報共有に基
づく一貫した指導体制が構築された。本取り組みの成果は実習委員会から学科
内での報告に加え、実習指導者会議でも共有しており、学内外における組織的な
連携体制につながった。

＜大学院＞ ＜大学院＞

1）2024年度に開催した大学院の在り方検討委員会
での最終報告書を参考とし、研究指導体制の維持
を図るため、講義及び演習担当教員の公募を行う。

大学院における科目構成の偏りを是正し、経済学関連の講義科目に対応する演
習科目を整備したことで、講義と研究指導の対応関係が明確となった。また、演
習Ⅰ・Ⅱの同一科目履修要件を見直したことにより、在学中に指導教員を変更し
た場合でも修了要件を満たすことができるようになった。

2）大学院における研究指導体制の充実を図るため
１年次に副査2名を決定し、2年次（長期履修生の場
合は3年次以降）の口頭試問までに十分な論文指
導を行う。

年度計画に基づき副査を計画的に決定し、修士論文の指導を実施した。これによ
り、主査・副査による指導体制が早期に確定し、論文指導の安定化につながっ
た。
大学院における研究指導体制の充実を図るため１年次に副査2名を決定し、2年
次（長期履修生の場合は3年次以降）の口頭試問までに十分な論文指導を行っ
た。その結果、修士課程２年次の大学院生２名が2026年3月に修了することがで
きた（留年者は皆無）。

3）研究指導体制の充実を図るため、修士論文の中
間審査を2年次７月に行い、論文の完成度を高める
よう、研究指導を行う。

修士論文の中間審査を７月に実施し、研究の進捗と論文構成を早期に点検した。
これにより、課題が明確化し、最終提出に向けた修正を計画的に進めることがで
きた。研究指導体制の充実を図るため、修士論文の中間審査を2年次７月に行っ
た（2025年度は予定通り、昨年7月に中間審査を実施）。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）保健師助産師看護師学校養成所指定規則の改
正に合わせたカリキュラムにより、地域医療を支え
る専門職者として実践能力のある看護師、保健師
を養成する。
2）個人面談や臨床実習時に実践活用している学修
ポートフォリオを継続実施し、振り返りを適時学生
の評価も踏まえながら行い、学生個人への学修支
援を継続する。

3 3

1）少子高齢化など地域社会が直面する諸課題を
解決し、大学院における研究指導体制の充実を図
るため、看護・福祉分野の科目増設の検討を進め
る。
2）人口減少社会における地域経済の振興、高齢者
福祉・看護などの社会保障政策に関する修士論文
指導を行う等、更なる研究指導体制の充実に取り
組む。
3）地域社会で活躍する実務家に対し、実務分野の
高度かつ体系的な理解を深められるよう研究指導
体制の充実を図る。
4）本学の理念と経済のグローバル化を踏まえ、国
際的視野を持った研究テーマ（例えば、国際経済学
や開発経済学など）に関する研究指導体制の強化
を図る。

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

＜短期大学部＞ ＜短期大学部＞

1）ゼミナールのあり方について、学科の専門性に
基づく教育内容であるか、また学生の豊かな人間
性を涵養する教育効果に繋がっているかを引き続
き検討し、ゼミナールの評価基準についてルーブ
リックを検討する。

ゼミナールにおけるルーブリック評価の導入については、食物栄養学科において
統一的な運用を実現した。また、両学科において学生の人権に配慮したゼミナー
ルのあり方を検討し、ゼミナール変更についてのマニュアルを作成し、1年次修了
時に変更可能とする制度（希望制）を導入した。

2）現行の共通教養科目が、短期大学部全体・各学
科の教育目標やカリキュラム・ポリシーに即した教
育内容になっているか、近年の履修状況や学びの
状況（履修者数や学修成果など）を把握し、課題を
析出した上で、現行共通教養科目の再編（新規科
目の開講、現行科目の廃止、卒業要件単位数の変
更など）も視野に入れて検討を行う。

共通教養科目については、引き続き履修者数や学習成果と照らしながら再編に
ついて議論を継続する。とくに、各学科において教養科目内の資格必修科目が異
なっていることを踏まえ、単位数の見直しについて検討をすすめる。

3）共通教養科目に関しては、開講期や科目によっ
て受講者数に大きな差がある状況であるため、科
目による履修者数を可能な限り平準化し、資格・免
許必修科目を除き、2025年度カリキュラムより、学
年次を問わず履修可能にする。これまで共通教科
目は同一の時間帯に1科目のみ開講していたが、
2025年度より同一時間帯に複数の科目を開講し、
特定の科目に履修者数が偏らないような時間割の
編成を行う。

同一時間に複数の教養科目の開講、および、2学年ともに履修可能としたことで、
科目によっては2年生が1年生をリードするような場面が見られるとの報告があり、
グループワークの充実が報告されている。一方で、2学年を同一時間で開講する
ためには5講目としなければならず、学生の授業への意欲をいかに上げるかとい
う部分が課題となっている。

4）現行の学修ポートフォリオのプロセスについて、
ポートフォリオを構成する項目や面談回数の変更も
視野に入れた検討を行う。
5）2024年度の各委員会組織における総括を活か
し、認証評価の基準に従って、教育研究活動の質
を点検・評価し、改善するために、短大内部質保証
委員会を開催する。それによって短大全体として把
握し共有する。

年度計画に基づく振り返りと総括は実施されている。学修成果の可視化について
は、教務委員会を中心に学修ポートフォリオおよびアセスメント・チェックリストを活
用し、各学科において一定の取組を進めてきた。
一方で、それらの結果を短大全体の内部質保証の観点から横断的に整理・検証
する仕組みは十分とはいえない。学修成果の可視化に向けて、シラバスにおける
到達目標の明確化、授業評価による教育改善、学修ポートフォリオおよびアセス
メント・チェックリストによる学修成果の把握を連動させた仕組みについて検討を
進める。

＜食物栄養学科＞

1）カリキュラムを見直しスリム化した成果の検証を
行う。「管理栄養士・栄養士養成のための栄養学モ
デル・コア・カリキュラム」に準拠した学習内容につ
いて、各領域間で協議を行い、全体のカリキュラム
編成について検討を継続する。
2）現行の栄養士養成の専門教育の実情に即した
科目名称の変更や、カリキュラムのスリム化に伴う
授業回数の変更（例「食品学Ⅰ」から「基礎食品学」
に変更、「基礎食品学実験」の授業回数を24回から
16回に削減）に基づいた新しいカリキュラムを2025
年度入学生より運用する。

4 領域間協議を経て、栄養学モデル・コア・カリキュラムに準拠したスリム化を完了。
実験科目の内容精査により、科目数を維持したまま授業回数の圧縮を実現し、
2025年度入学生より運用を開始した。
2）カリキュラム再編により確保した時間を活用し、直結する成果指標として「栄養
士実力認定試験対策講座」の翌年度開講を決定・準備した。

4

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）食、教育、福祉分野において求められる高度な
専門性を身につけ、豊かな人間性を涵養することを
目的とした、教育効果を高めるためのカリキュラム
の検討を実施し、それに基づいて共通教養科目や
専門科目の再編成や体系的な配置を段階的に行
う。
2）新たな資格（初級パラスポーツ指導員、こども音
楽療育士）取得課程の導入により、基礎資格（栄養
士資格、保育士資格、幼稚園教諭免許）取得課程
における専門的学修を深化させる。
3）学修成果の可視化を継続的に実施し、学生が自
らの学修に資するとともに、カリキュラムのあり方に
関する検討に反映させる。

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

＜幼児教育学科＞

1）保育士養成課程における学びの積み上げという
観点から、適切な開講期の設定について、学科内
に設置したカリキュラム検討会で継続的に議論を行
うとともに、各教員（専任教員と非常勤講師）の専門
領域を踏まえた科目担当の再検討を行う。

1)カリキュラム検討会において、「子どもの健康と安全」「社会的養護Ⅱ」の開講時
期変更を行った（学びの発展性を理由に実習後に配置）。非常勤講師がオムニバ
スでもつ専門科目（「保育内容演習（環境）」について、単一教員に担当者変更し、
教授内容や評価における一貫性を重視した。

2）通年開講だった「教育実習」（1年後期〜2年前
期、5単位）を、2025年度入学生より「教育実習Ⅰ」
（1年後期、2単位）と「教育実習Ⅱ」（2年前期、4単
位）に科目を分離し、単位を分割して開講する。

2)教育実習の単位分割に伴い、各科目での教授内容および実習目標の整理を
行った。開講時期に合わせ、教育実習Ⅰでは2月実習（1週間）、教育実習Ⅱでは
9月実習（3週間）を設定した。こうした変更についてあらかじめ各幼稚園に周知を
行い、スムーズな移行を実現した。

3）実習指導科目（保育実習指導Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、教育実
習）について、実習種別の特性の違いを踏まえた上
で、他の専門科目と教育内容の連携を図るなど、よ
り適切な教育方法の検討を継続的に行う。

3)教育実習の単位分割によって、実習指導部分も各学年8回ずつとし、1年後期後
半（保育実習Ⅰ（施設）終了後）、2年前期後半（保育実習Ⅱ・Ⅲ終了後）となるよう
に授業日程を整理できた。それによって、学生の各実習の位置づけとその理解、
学びの体系がより明確になった。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

4 4
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

　研究に関する目標を達成するための措置

1）地域課題の発見・解決に資する研究活動の向上
を目指し、本学が企業と締結している既存の社会
連携協定の再締結を実施するとともに、域内企業と
の包括連携協定の締結を進める。さらに、本学が
締結した自治体、企業、文化団体等が連携し、地域
の活性化に向けた協働事業を加速するために、地
域連携研究センター主催「地域連携研究事業懇話
会」（仮称）等を組織し、包括連携協定締結先との
連携を深め、協定締結先との対話から、地域連携
研究センターに求める「研究ニーズ」を収集する。

1）および2）については、「地域連携研究事業懇話会」および「地域づくり政策研究
会」の本学単独での立ち上げについて、既存の広域的な連携枠組みや自治体間
ネットワークの実態を踏まえると、本学独自での新設には検討すべき課題が多い
ことが明らかとなった。一方で、包括連携協定を締結した1市8町の自治体（連携
窓口担当者）との関係については、地域連携研究センター運営委員が分担して聞
き取り等を行い、継続的な連携体制の構築を進めた。その過程において、イン
ターンシップ受入れ、地域包括ケアの推進、部活動の地域移行など、多様な分野
において本学への助言や連携が求められている実態が確認され、地域における
本学の役割が一層明確となった。これらを踏まえ、「地域連携研究事業懇話会」お
よび「地域づくり政策研究会」構想については体制を再整理し、新たに「上川管内
地域連携・協創推進会議」にオブザーバーとして参画することとした。これにより、
本学は上川管内の広域的な連携枠組みの中核的ネットワークに接続し、自治体
との協働による地域課題解決に参画する体制を整備した。結果として、本学単独
による枠組みに代わり、広域連携プラットフォームを基盤とした実効性の高い地域
連携・協創の推進体制を構築することができた。

　「上川管内地域連携・協創推
進会議」へ参画されていること
は評価する。今後、具体的な研
究推進につながることを期待す
る。
　共同研究や受託研究等の具
体的な成果につなげられるよ
う、地域創造学部の設置を契
機として地域連携研究センター
を核とした産学官連携による研
究プロジェクトの形成や外部資
金の獲得に向けた取組に期待
する。

2）本学の研究力を高めることを目的として、本学地
域連携研究センター主催・拠点となる「地域づくり政
策研究会」（仮称）の立ち上げを検討し、市民・地域
団体組織・自治体・道内大学・域内企業・地元金融
機関・関係学会等との連携の下で定期的に勉強
会・研究会を重ねることにより、官学金地のネット
ワークづくりと強化を目指す。

「地域連携研究事業懇話会」および「地域づくり政策研究会」構想については体制
を再整理し、新たに「上川管内地域連携・協創推進会議」にオブザーバーとして参
画することとした。これにより、本学は上川管内の広域的な連携枠組みの中核的
ネットワークに接続し、自治体との協働による地域課題解決に参画する体制を整
備した。

3）日本学術振興会による「科学研究費助成事業」
のほか、民間財団等の研究費助成等、外部資金獲
得の情報を地域連携研究センター事務室が収集
し、教員に提供する。

日本学術振興会による「科学研究費助成事業」をはじめ、民間財団等の研究費
助成に関する情報を地域連携研究センターにおいて収集し、研究分野を限定せ
ず幅広い情報について、教員に対して随時情報発信を行った。

年度計画小項目評価　【２　研究に関する目標を達成するための措置】

＜中期目標　研究に関する目標＞
　研究に関する目標
地域課題の発見・解決に資する研究を推進し，地域社会に還元するとともに，多様な研究テーマの発掘，科学研究費助成事業等の競争的外部資金の獲得に取り組み，研究活動の向上を目指す。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）大学と地域を結ぶリエゾン機能を一層強化し、地
域の課題解決や活性化に寄与する研究を推進する
ため、地域研究所を廃止し、令和 5 年度に地域連
携研究センタ－を設置する。
2）地域連携研究センタ－において、教員の教育研
究成果を一元管理し、外部資金獲得に向けた支援
を強化する。
3）教育と地域貢献の基礎となる研究力を強化する
ため、外部資金の獲得を促進し、研究活動を充実さ
せるとともに、研究成果の学会発表等を支援し、発
信の機会を増やす。
4）外部研究資金の情報を積極的に収集し、外部研
究資金への応募(申請)や採択に繋がるよう促進す
る。
5）教育研究成果について、研究者データベース(研
究者総覧)の構築と利用促進に努めるとともに、
ホームページ、広報誌、大学・短期大学部紀要等で
積極的に発信する。

3 3
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4）競争的外部研究資金獲得に向けて、第一に、日
本学術振興会と連携を図り「学術雑誌投稿、英文
論文作成等に関する研修会・講座」を本学で開講
する。第二に、公立大学協会等の「競争的外部資
金獲得のための研修会」オンライン講座を本学で
開講する。とくに、外部研究資金の申請件数を増や
し採択率向上を強化することを目的に、「科学研究
費補助金応募書類作成時におけるAI評価システム
活用をテーマにした講習会」も開催する。これは科
学研究費補助金への応募を促進するために地域
連携研究センターが実施する具体的な支援策であ
る。本学の研究者が応募書類の評価システムを利
用できることにより科学研究費補助金への応募を
促進しつつ採択率の向上を目指した支援サポート
体制を強化してゆく。

6月16日に、科研費申請能力の向上を目的として「科研費獲得のための研修会」
を実施し、一般社団法人先端科学技術研究支援協会理事長の久保陽介氏を講
師として招聘し、オンラインにて「科研費の申請計画立案と研究計画調書の作成
方法」に関する講義を行い、その中で、科研費申請に関する基礎情報として、公
募種類やスケジュール、採択につながる申請書類（研究計画調書）の具体的な記
載方法等についてレクチャーを行った。当日不参加者に対してはオンデマンド配
信を実施し、39名参加した。
結果として、年度内の応募者（研究代表者）は18名となり、前年度の15名を上回っ
た。18名のうち15名は前年度未応募者であり、基礎的な研修が一定の効果を示
したものと考えられる。一方で、新規採択数は2件にとどまっており、今後は採択
につながる研究計画の立案に重点を置いた研修を実施していくとともに、申請件
数の増加に向けて、申請の敷居を下げるための研修の在り方についても検討が
必要である。
採択率向上を目的として、研究計画調書に対するAI添削およびAI校正の支援を
実施し、申請者のうち希望者を対象に募集を行った。AI添削は延べ8名、AI校正は
延べ6名の利用があった。廉価版での試用であったことから、結果として採択には
至らなかったため、2026年度はさらに精度の高いシステムを活用した申請につい
て検討する。

　科研費について未採択となっ
た場合など要因を複合的に分
析し採択率の向上に努めてほ
しい。

5）科研費応募者への判定結果の聴取による応募
者の動向把握を行い、外部資金獲得のための支援
策を検討する。具体的には、科研応募者の動向把
握（①判定A/B/C確認、②種別の把握[個人申請と
団体申請の内実]）の確認を行う。

科研費申請者に判定結果聴取を行い、2名からの回答を得た。回答数が少なかっ
たこともあり、支援策の検討には至らなかった。

6）本学の研究者の「研究シーズ (研究活動、教育
活動、社会活動等)」を取りまとめ冊子として発行す
るほか、HPへの掲載公開も含め、本学の教育研究
活動を広く社会に発信することを通じ、本学研究者
に対する研究委託の機会を増やす。こうした「研究
シーズ」の発信は、自治体・企業等からの本学に対
する受託研究並びに受託事業の件数増加につな
がる意味で、本学全体としての研究力の底上げと
なり、更には地域における本学の社会貢献力の向
上ともなる。

「2025年度旭川市立大学・旭川市立大学短期大学部 研究シーズ集」を3月に発
行した。本シーズ集には、本学教員53名が研究内容、社会実装への可能性およ
びアピールポイントを掲載した。発行にあたっては、内容の追加・更新を容易に行
えるようシステムを構築し、デジタル形式で作成している。現在、本学ホームペー
ジへの掲載および各自治体・企業等への案内に活用を開始した。
さらに、2026年度は地域創造学部の開設に伴い新たに多くの教員が着任すること
から、着任初期の段階より計画的に掲載内容の充実に取り組み、より多様な研究
シーズの発信につなげていく。

　「研究シーズ集」を発行したこ
とは評価する。共同研究や受
託研究、受託事業の増加に向
けて、発行する目的やターゲッ
トをより明確化し内容の充実に
努めてほしい。

・科学研究費助成事業等の競争的外部資金申請
件数：前年度以上

科学研究費助成事業（研究代表者）については、大学短大合計18件（大学13件・
新学部設置準備室3件・短大2件）となり、前年度を上回っている。

・科研費、競争的資金研修会参加率：100％ ・科研費、競争的資金研修会参加率：100％

1）大学と地域を結ぶリエゾン機能を一層強化し、地
域の課題解決や活性化に寄与する研究を推進する
ため、地域研究所を廃止し、令和 5 年度に地域連
携研究センタ－を設置する。
2）地域連携研究センタ－において、教員の教育研
究成果を一元管理し、外部資金獲得に向けた支援
を強化する。
3）教育と地域貢献の基礎となる研究力を強化する
ため、外部資金の獲得を促進し、研究活動を充実さ
せるとともに、研究成果の学会発表等を支援し、発
信の機会を増やす。
4）外部研究資金の情報を積極的に収集し、外部研
究資金への応募(申請)や採択に繋がるよう促進す
る。
5）教育研究成果について、研究者データベース(研
究者総覧)の構築と利用促進に努めるとともに、
ホームページ、広報誌、大学・短期大学部紀要等で
積極的に発信する。

3 3

【指標】
・科学研究費助成事業等の競争的外部資金申請
率（申請数/全教員数）：中期計画期間平均12％以
上
・共同研究、委託研究事業件数：中期計画期間平
均 3 件以上

4 4 　科研費に係る指標について
申請件数や研修参加率を設定
しているが、採択件数として設
定できるよう機会を捉えて修正
に向けて検討してほしい。
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

　地域貢献に関する目標を達成するための措置

＜学部・短期大学部・大学院共通＞ ＜学部・短期大学部・大学院共通＞

1）地域連携研究センターが拠点となり、本学と連携
協定を締結した自治体、企業、文化団体等が連携
し、地域の活性化に向けた協働事業を開始する準
備として、地域連携研究センター主催「地域連携研
究事業懇話会」（仮称）を開催する。

連携協定の締結および更新を行った。
2025年度における新規締結・協定更新については以下のとおり。
自治体等：2件　［上川町村会（6月30日締結）・幌加内町（7月14日更新）］　（計13
件）
国及び道の行政機関：計2件　（2024年度までに更新済）
企業団体等：4件　［北海道新聞社（2月26日更新）・日本政策金融公庫旭川支店
（7月23日締結）・北海道開発協会（10月14日締結）・旭川ユネスコ協会（1月22日
締結）］　（計10件）
高等学校：1校　［北海道上富良野高等学校（7月23日締結）］　（計11校）
「地域連携研究事業懇話会」構想については、体制の見直しを行い、「上川管内
地域連携・協創推進会議」にオブザーバーとして参加することとした。これにより、
本学は上川管内の一員として、地域連携および協創の取組に参画する体制を整
えた。

　地域との連携について積極的
に取り組まれていることは評価
したい。国の施策や地域の特
性を踏まえ戦略的に展開して
ほしい。地域連携研究センター
を核にこれまで以上に地域に
貢献する大学として発展される
ことを期待する。
　自治体や高校等との連携協
定について共同研究や受験生
確保に留まらず、地域貢献や
人材育成も視野に入れている
ことは評価する。実施する目的
を明確にし「教育・研究」と「地
域貢献」のバランスを意識して
取り組んでもらいたい。

年度計画小項目評価　【３　地域貢献に関する目標を達成するための措置】
＜中期目標　地域貢献に関する目標＞
　地域貢献に関する目標
　幅広く市民等を対象とした生涯学習の場の提供をはじめ，教育，国際交流，地域産業等の様々な分野における地域のニーズに応じた活動を行うとともに，地域で活躍している職業人のスキル向上のための公開講座等を開設する。
　また，各種団体，企業等と連携して様々な分野における地域課題の解決に向けた取組を行い，地域の発展に寄与するとともに，学生がインターンシップなどを通じて地域の産業や教育・福祉の現場を知る機会を増やし，さらに，学生が
地域企業等との交流などを通じて地域の魅力に触れる機会を設けることにより，地域への定着の推進を図る。
　あわせて，高大連携の推進により，高校生等が高等教育に触れる機会を増やし，地域の学修意欲の向上に寄与する。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）大学と地域を結ぶリエゾン機能を一層強化する
ため，地域研究所を廃止し，新たに地域連携研究
センターを令和５年度に設置する。
2）自治体，企業等と連携し，地域の活性化に向け
た事業や地域ニーズ（課題）に応じた研究を推進す
る。研究成果はその発表会を通じ，地域社会に分
かりやすく発信し，研究成果の活用を促進する。
3）社会・地域連携に関する情報発信機能を充実さ
せるため，ホームページ活用の一層の推進を図る
とともに，本学における教員及び教育研究活動に
ついては，それらのデータベース化を進め，その公
開・供用により，地域社会，産業界等との交流の促
進を図る。
4）地域ニーズに対応した栄養士，保育士，幼稚園
教諭，看護師，社会福祉担当職員等のリカレント教
育を実施する。

5）高大連携事業は高校生を対象としたプログラム
を充実させるとともに，新たに小・中学校を対象とし
た連携プログラムを企画・実施し，人材育成に寄与
する。また，一般市民向けの生涯学習の場としての
講座を継続して開催する。
6）大学図書館は，一般市民に開放するとともに，企
画展の実施など，保有する情報資源を活用して，社
会・地域連携に積極的に取り組む。

3 3
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2）地域の課題発見・解決を図り、地域社会の持続
的発展並びに市民生活の質（QOL）の向上に寄与
できる研究・教育を推進することを目指し、「研究
会」「シンポジウム」「見学会」「中・高大連携出張講
義」「旭川市立大学生涯学習エクステンションカレッ
ジ（AEL講座）」など各種の研究・教育事業を開催す
る。特に「旭川市立大学生涯学習エクステンション
カレッジ（AEL講座）」はテーマ型の連続型の講座と
するほか、大学・短大卒業後の社会人のためのリ
カレント型の講座等も加えることで、広く市民に向け
た生涯学習講座として開講する。

本学主催のAEL講座を年間11講座実施した。延べ500名程度（学生含む）が参加
するなど、多様な世代の市民に対して継続的な学習機会を提供した。特に今年度
は、テーマ型の連続講座やリカレント型講座を展開し、単発にとどまらない体系
的・発展的な学びの場を形成した点に特色がある。加えて、今年度からは通常授
業を基盤とし、外部講師による特別講義を市民開放型講座として位置づける「共
学型」の手法を導入した。これにより、学生は社会人の実践的知見や多様な価値
観に触れる機会を得て学習の実践性・主体性が向上し、市民にとっても大学教育
への参画を通じて学習意欲の喚起と理解の深化が促進された。また、世代や立
場を超えた学術交流の活性化により、地域課題に対する共通認識の醸成や新た
な協働の契機が生まれるなど、講義提供を超えた波及効果も確認された。これら
の成果は、本学の教育・研究成果の地域還元を推進するとともに、市民主体の生
涯学習環境の充実を通じ、地域社会の持続的発展および市民生活の質（QOL）
の向上に寄与する実効性の高い取組として評価できる。
　「研究会」は3月3日に開催し、本学教員による共同プロジェクトの中間発表会を
実施した。当日は4件の研究発表が行われ、地域の一般参加者を含む35名が参
加した。発表内容は以下のとおりである。①地域美術館におけるアートエンゲージ
メントが来館者のウェルビーイングに与える影響、②子ども食堂の満足感向上に
関わる要因の分析、③北海道の医療過疎地域における看護職のローカル・アイ
デンティティ研究、④認知症の人と家族の生活構造に基づく初期相談支援の再設
計、以上4つの研究報告であった。
本研究会は、地域課題の発見・解決を通じて、地域社会の持続的発展および
QOLの向上に資する研究・教育の推進を目的に実施したものであり、一般参加者
に加え実務者の参加も得て、一定の意義が認められた。また、本取組は本学教
員の協働による地域密着型研究として、外部資金獲得型研究とは異なる価値を
有している。こうした趣旨は参加者の拡大とともに地域にも共有されつつあり、認
知は着実に広がっている。今後は、さらなる周知を進め、関係者への理解の一層
の浸透を図る。

3）幼児教育学科では、保育実践のための連続講
座を保育・療育の現場で働く保育者を対象としたリ
カレント教育として、基礎講座5講座と応用講座15
講座（計20講座）開講する。食物栄養学科では、栄
養士・管理栄養士のためのリ・トレーニングやネット
ワークの更なる構築のために、卒業生を対象とした
リカレント講座を２回開催する。リカレント教育を実
施する上で、学科、学部間で情報を共有しながら運
営体制を整える。

幼児教育学科において、子どもが安心して自分を表現できる環境を共に創出する
保育・療育を重視した学びを大切にしていることから、保育者向けの往還型研修
を計画し、多様な視点から保育・療育を見直すとともに、地域における保育実践の
質を継続的に高めていくことを目的としたリカレント講座を20講座実施した。延べ
443名が参加し、受講者同士の対話や実践の共有を通して、自身の保育を振り返
り新たな視点を得る機会となったほか、研修内容が各現場へ還元されることで、
子どもの理解や関わりの質の向上に寄与するなど、地域全体の保育・療育の充
実に一定の成果が見られた。」

4）本学の研究・教育の積極的な紹介と周知を図る
ために、中・高大連携の一環として「中・高校生と生
涯学習のための出張講義メニュー」を刊行し、市内
外の中学・高校に対して大学見学の受入れのほか
出張講義を行う特別講座を開講実施する。特に中
学については、中・高大連携プログラムの利活用強
化につなげるために、周知広報を徹底する。旭川
市内の中学校をはじめ、上川中部8町の圏域の中
学校に対し、「中・高校生と生涯学習のための出張
講義メニュー」を持参のうえ訪問し、新規開拓を行
う。

地域連携研究センターの職員が1市8町の高校を直接訪問し、出張講義メニュー
のPR活動を実施した。2024年度から小・中学校への広報活動を行っており、今年
度も引き続き訪問を行い、周知に努めた。
その結果、小学校1校から出張講義の依頼があり、早期からの進路選択の一助と
なる学びの機会を提供することができた。
また、中学校においては広報活動を行った結果、出張講義の実施校数が前年度
の2校から6校へと増加した。高校においても、前年度の23校から44校へと大幅に
増加した。
なお、小・中・高校への出張講義については、年度内の広報活動の効果が必ずし
も同年度内に顕在化するものではないことから、今後も継続的に周知を行う必要
がある。あわせて、小・中学校段階においても大学での学びや進路選択に関する
理解を深める機会を提供することで、早期から進路を考える契機の創出につなが
る取組として位置付けられる。今後は、少子化を見据え、こうした裾野の拡大を意
識した取組を継続し、高大接続の強化に向けて推進していく。

　中・高大連携については、地
元学生の入学促進にも繋がる
ことから、引き続き進めてもらい
たい。また、地元学生について
は、大学卒業後の地元企業へ
の就職促進にも繋がる可能性
が高いことから、人口減対策、
企業の人手不足対策の観点か
らも、これまで以上に進めても
らいたい。

1）大学と地域を結ぶリエゾン機能を一層強化する
ため，地域研究所を廃止し，新たに地域連携研究
センターを令和５年度に設置する。
2）自治体，企業等と連携し，地域の活性化に向け
た事業や地域ニーズ（課題）に応じた研究を推進す
る。研究成果はその発表会を通じ，地域社会に分
かりやすく発信し，研究成果の活用を促進する。
3）社会・地域連携に関する情報発信機能を充実さ
せるため，ホームページ活用の一層の推進を図る
とともに，本学における教員及び教育研究活動に
ついては，それらのデータベース化を進め，その公
開・供用により，地域社会，産業界等との交流の促
進を図る。
4）地域ニーズに対応した栄養士，保育士，幼稚園
教諭，看護師，社会福祉担当職員等のリカレント教
育を実施する。

5）高大連携事業は高校生を対象としたプログラム
を充実させるとともに，新たに小・中学校を対象とし
た連携プログラムを企画・実施し，人材育成に寄与
する。また，一般市民向けの生涯学習の場としての
講座を継続して開催する。
6）大学図書館は，一般市民に開放するとともに，企
画展の実施など，保有する情報資源を活用して，社
会・地域連携に積極的に取り組む。

3 3
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5）図書館学外利用者数の増加を目指し、引き続き
図書館SNS・ホームページを活用して利用について
発信していく。

SNS・HPにおいて、開館スケジュール、館内特集、イベント告知等の情報を定期的
に発信している。あわせて、市立図書館の協力を得て、開館スケジュールやイベ
ントの告知を行っている。

　図書館についてニーズや実
態の把握に努め、学外利用を
積極的に推進し、より一層地域
の資源としての役割を果たされ
ることを期待する。

【指標】
・「研究会・公開講座・シンポジウム」の組合せでの
開催目標：2 回以上

研究会を１回、公開講座（特別講義等の授業公開を含む）を8回実施し、シンポジ
ウムは実施しなかったものの、全体として目標を十分に上回る実施状況となった。

平均19.8講座）
高校出張講義数は52講座で、前年度（23講座）を大きく上回る結果となり、達成す
ることができた。

24年実績：平均29.4講座）
公民館講座数は53講座で、高校の出張講義数同様に、前年度（36講座）を大きく
上回る結果となり、達成することができた。

・共同研究、委託研究事業件数：前年度以上 受託研究において、大学４件、短大１件となり、前年同様の結果となった。

・図書館学外利用者数：600名以上 学外利用者数634名(前年度に比べ-37名)
学外利用登録者数94名(前年度に比べ-5名)

＜大学院＞

修士論文の作成及び修士課程の修了を通じて，国
家資格を有する高度な人材（税理士，教職の専修
免許状取得者など）を輩出し，地域社会の発展に
貢献する。

1）修士論文の作成及び修士課程の修了を通じて、
国家資格を有する高度な人材（税理士、教職専修
免許状取得者など）を輩出し、地域社会の発展に
貢献する。

3 修士論文の作成指導及び修士課程の教育を通じて、税理士等の国家資格取得
を目指す学生や、地域社会で高度な専門性を発揮する人材の育成を進めた。こ
れにより、地域の企業経営や会計実務を支える高度専門人材の養成を通じて、
地域社会への貢献を図った。

3

1）大学と地域を結ぶリエゾン機能を一層強化する
ため，地域研究所を廃止し，新たに地域連携研究
センターを令和５年度に設置する。
2）自治体，企業等と連携し，地域の活性化に向け
た事業や地域ニーズ（課題）に応じた研究を推進す
る。研究成果はその発表会を通じ，地域社会に分
かりやすく発信し，研究成果の活用を促進する。
3）社会・地域連携に関する情報発信機能を充実さ
せるため，ホームページ活用の一層の推進を図る
とともに，本学における教員及び教育研究活動に
ついては，それらのデータベース化を進め，その公
開・供用により，地域社会，産業界等との交流の促
進を図る。
4）地域ニーズに対応した栄養士，保育士，幼稚園
教諭，看護師，社会福祉担当職員等のリカレント教
育を実施する。

5）高大連携事業は高校生を対象としたプログラム
を充実させるとともに，新たに小・中学校を対象とし
た連携プログラムを企画・実施し，人材育成に寄与
する。また，一般市民向けの生涯学習の場としての
講座を継続して開催する。
6）大学図書館は，一般市民に開放するとともに，企
画展の実施など，保有する情報資源を活用して，社
会・地域連携に積極的に取り組む。

3 3

【指標】
・「研究会・公開講座・シンポジウム」開催目標：年
平均 2 回以上
・高校出張講義開催目標：年平均 30 講義以上
・生涯学習講座（公民館事業）開催目標：年平均 40
講座以上
・図書館利用者数（学外）：中期計画最終年度利用
者数 800 名

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

　国際交流に関する目標を達成するための措置

1）連携協定を締結している大学との交換留学の推
進と、実現できるように、派遣・受入ともに個別の説
明の機会を設けるなど支援する。

2024年10月、旭川市と水原市の姉妹都市提携35周年記念事業「食文化博覧会」
を契機に、水原女子大学ホテル外食調理科との交流が開始され、短期大学部食
物栄養学科による短期研修および共同研究を実施した。今年度は、短期研修に
は学生11名が参加し、両大学間の連携協定（MOU）の再締結を行った。今後は、
相互での短期研修の実施に向け、体制整備を進めていく。

2）国際交流の拡大に向けて、旭川市都市交流課な
どと連携し、旭川市の姉妹都市との交流を推進す
るための体制を整備する。大学全体の国際化をさ
らに進めるため、全学生に占める留学生比率の目
標を明確に設定し、その達成に向けた具体的な取
り組みを行う。

留学生比率の目標設定に向け、留学生交流の実態把握および学外団体との連
携強化を進め、留学生の受入れ環境整備に取り組んだ。
具体的な取組として、旭川ユネスコ協会が主催する「外国青年日本語主張発表
会」に協賛し、東川日本語学校、公益財団法人AFS日本協会、日中友好協会等
の関係団体と連携した国際交流活動を実施した。当日は、発表会終了後に留学
生を中心とした交流会を開催し、大学外の留学生や国際交流関係者との交流機
会を創出した。これにより、留学生同士のネットワーク形成を促進するとともに、地
域と連携した国際交流の場を拡充することができた。

3）国際交流サークルとして、日本人学生との交流
を目的としたバスツアーを例年通り行い学部学科を
問わず交流を行う。ここ2年間続けている、旭辰祭
の露店出店や食のイベントなどを通して、地域の方
との交流を拡大する。また学内サークルや留学生
が関わっている団体（旭川ユネスコ協会や日中友
好協会など）と活動をするなど交流範囲を広げる。

国際交流サークルと連動し、日本人学生との交流を目的として、バスツアー、旭辰
祭での露店出店や食のイベント、学内外団体との連携活動を実施するなど、学内
外における交流機会の拡充を図った。その結果、年度計画を上回る取組となり、
留学生との交流を一層深めることができた。

　国際交流について国際交流
サークルにおいて学生主体の
交流活動が展開され、日本人
学生と留学生との国際理解と
相互交流が深められていること
は評価する。

【指標】
・水原大学校学生交換留学生数（派遣及び受入人
数）：中期計画期間中平均各 1 名以上
・ハロン大学学生交換留学生数（派遣及び受入人
数）：中期計画期間中平均各 1 名以上

交換留学生：1名以上 4 【指標】
交換留学生：1名（本学→水原大学）
本学から後期に1名の学生が水原大学校に交換留学した。コロナ禍以降初めて
の派遣となった。2026年度には、水原大学校から2名の学生が1年間本学に留学
することが決定している。

4 　国際交流に係る取組につい
ては、大学内のみに限らず地
域に波及できる内容となること
に期待する。
　交換留学の促進に向けて単
位認定の方法など更なる検討
を進めてほしい。
　国際交流に関わる指標につ
いては、次の段階を目指した設
定を検討してほしい。

年度計画小項目評価　【４　国際交流に関する目標を達成するための措置】
2）東川町立日本語学校やAFS（公益財団法人 AFS日本協会）との連携を拡大し、相互支援、理解、発展の機会とする。さらに国際交流サークルとも協力して、地元の外国人留学生との関係を築き、交流事業を支援する。旭川ユネスコ協
会が主催する「外国青年日本語主張発表会」にて共催として運営に参加する。また留学生の参加を促すとともに参加のためのサポートを行う。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）連携協定を締結している大学との留学生双方向
交流の拡大、教育研究上の交流拡大等、国際交流
の活性化を図る。
2）オンライン授業やウェブ会議の導入等、国際交
流の拡大に向けた環境整備についての検討を行
う。
3）日本人学生と留学生、留学生と地域社会との交
流事業を支援する。

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

　（１）運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 （１）運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

1）理事長及び学長の迅速な意思決定と円滑な業
務執行を確保するとともに、理事会、経営審議会及
び教育研究審議会における効率的・機動的な審議
に資するために、学内措置により設置する「大学運
営会議」を機能させる。

理事長を議長とした、法人経営及び大学運営に関する学内協議機関である大学
運営会議については、全17回開催。月1回の定例会議に加え、必要に応じて臨時
に開催した。協議事項はじめ、全学で共有すべき事項について情報共有を随時
teamsにて行っている。協議の内容と議事の内容について、各教授会で共有を行
い、円滑に業務執行を確保した。

2）学長をトップとした全学的な運営を行うため、副
学長及び学部長等がリーダーシップを取り、全学委
員会の体制を整える。

学長をトップとした全学的な運営体制の構築に向け、入試・教務・学生支援・キャ
リア支援の各委員会を全学委員会として発足させた。また、教授会の下に各分野
の専門委員会を設置できる仕組みを整備した。これにより、学部間における取扱
いの差異を解消するとともに、意思決定の迅速化および連携強化を図るため、全
学的に統一した運営体制を整備した。

　法人運営に当たって新たに全
学委員会を設置し円滑な意思
決定に努められていることは評
価する。全学委員会を設置した
ことによる課題を分析し対応す
るなど、より円滑な運営に努め
てもらいたい。

（２）事務等の効率化及び合理化に関する目標を達成するための措置 （２）事務等の効率化及び合理化に関する目標を達成するための措置 

1）決裁システムの運用を見直し、業務の適正な執
行と、一層の効率化を推進する。 人給システム・財
務会計システムと決裁方法の連動性を見直し、事
務等の簡略化・効率化を進める。

公立化3年目となり会計部分についてはシステムを主体とした運用は教職員にお
おむね周知され、適正な事務執行の基盤を整えている。一方でペーパーレス化に
ついては証憑書類のデータ化及び保存方法の整理並びにシステム改修を要する
ことから、現時点では十分な達成には至っていない。勤怠・休暇申請は、ほぼ
ペーパレス化が進んでいるが、証憑書類の添付を要する申請については現行シ
ステムが未対応であり、業務の簡略化・効率化の観点から、引き続きシステム改
修を含めた対応が必要である。

　ペーパーレス化について目的
及び目標達成に向けたゴール
を明確にして推進してほしい。

2）効率化・合理化に向け、業務のマニュアル化進
める。

業務の効率化及び合理化を図るため、業務内容や手続の整理を行い、マニュア
ル化に向けた検討・整理を進めた。あわせて、教職員の各種事務手続きについて
は、マニュアルの更新やTeams等での周知を随時行い、情報共有を行った。これ
らの取組により、事務手続に関する理解の促進及び情報共有の円滑化が図ら
れ、教職員の事務負担の軽減と業務の効率化につながった。さらに、事務業務の
一層の効率化に向け、事務DX推進チームを設置し、事務処理業務の軽減や従来
紙媒体により運用している手続の電子化（フォーム化）等、業務手法の見直しを進
めている。

年度計画小項目評価　【５　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置】
＜中期目標　業務運営の改善及び効率化に関する目標＞
⑴ 運営体制の改善に関する目標
　経営部門の責任者である理事長と教学部門の責任者である学長の主導の下，内部統制を整備，強化し，教職員の経営意識の醸成を図りながら効率的な経営を行い，社会に信頼される安定した大学運営の確立を目指す。
⑵ 事務等の効率化及び合理化に関する目標
　事務処理等の省力化，職員の事務処理能力向上の取組等を推進し，大学運営に関する事務等の効率化・合理化を図る。
⑶ 人事制度に関する目標
　大学運営の質の向上を図るため，教職員の任用，評価，給与等の人事制度の整備と改善を行う。また，教職員の定年延長など社会の変化に応じた働き方について検討を進める。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）理事長及び学長の迅速な意思決定と円滑な業
務執行を確保するとともに、理事会、経営審議会及
び教育研究審議会における効率的・機動的な審議
に資するために、学内措置により設置する「大学運
営会議」を機能させる。
2）学部長等のリーダーシップの下、全学的な運営
方針を踏まえつつ、自律的な教育研究活動の改善
や学部等の運営を行うための体制整備を進める。

3 3

1）公立大学法人化に伴う業務や本学が戦略的に
推進すべき業務について、事務局組織が適切に担
いうるよう事務局組織の再編を行うとともに、事務
機能の情報化（デジタル化）を推進する。
2）公立大学法人移行後における事務等の効率化・
合理化に向けて、外部委託の検討や、経理、人事
等の業務処理の電子化を一層進める。
3）教職協働に向けて、教育研究活動の支援、事務
等の効率化・合理化に資する知識、技能の修得・向
上を目的に FD・SD 等を推進する。

3 3
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3）年2回のFD研修会実施を目標に、研修内容や方
法について計画的に進める。また研修後の成果に
ついても検討の機会を設ける。全学の委員会組織
と連携しながら、全体の研修内容を踏まえて研修を
行う。

FD・SD研修会として全3回実施した。うち1回は、人権擁護委員会との共催により、
アカデミックハラスメントに関する研修を3回実施した。
「誰にとっても安心・安全な教育環境に～ハラスメントの事例と防止」
第1回「ルーブリック評価を用いた教育の質保証」
11/12（水）開催
講師：北海道大学 大学院教育推進機構 高等教育研修センター　山本 堅一 先生
参加人数：103名（80.46％）内訳：対面66名（教員41名、事務25名）、オンデマンド
37名（教員27名、事務10名）
第2回「誰にとっても安心・安全な教育環境に　～ハラスメントの事例と防止～」
1/9（金）開催
NPO 法⼈アカデミック・ハラスメントをなくすネットワーク　代表理事　川西 寿美子
先生
第3回「AI共生時代の大学教育：ポリシー、授業設計、評価設計の再デザイン」
参加人数：97名（76.38％）
対面63名（教員35名、事務28名）、オンデマンド34名（教員24名、事務10名）

　教職協働の取組について、
FD・SD研修会の開催にあわせ
て教職員が一体となった自治
体・企業との学習や地域イン
ターンシップなどより実践的な
展開に期待する。

（３）人事制度に関する目標を達成するための措置 （３）人事制度に関する目標を達成するための措置

1）学長直属の教員人事評価検討委員会において、
公正な人事評価システムの構築を行うため、試行
を実施する。

1）人事担当副学長を中心に、教員人事評価検討委員会を昨年度に引き続き実
施した。評価の公平性を確保する観点から、授業時間数や社会貢献に係る評価
項目については結論に至らず、次年度以降の検討課題として持ち越した。

　人事評価は、導入に至ってい
ないものの、検討委員会にて着
実に検討を進められていること
について評価する。

2）事務職員の人事管理にあたり、各職員の能力・
適性等を勘案し、異動を実施する。高等教育機関
の職員として確実なスキルを身に着けるために事
務職員研修会を計画的に実施する。

2）事務職員の人事管理にあたり、各課長級職員との面談および新入職員を含む
職員との面談を実施した。新入職員については中途採用者が多い状況にある
が、世代構成の適正化を図る観点から、2025年度においては若手職員の採用を
行った。
また、2023年度の公立化移行時に事務局を一体化し、業務を実施してきたが、
2026年度から現行の事務局を大学事務局、企画経営局、連携推進局の3つの担
当局に再編するという大規模な改編に向け、事務組織規程等の改正及び事務室
で行っていた業務を、再編する課の業務として位置付けるなど、事務分掌の整理
を行った。

3）働き方の変化に対応した柔軟で多様な人事制度
の構築のため、教職員人事に関する諸規程を見直
す。

3）教員人事に係る諸規程の見直しについては、人事担当副学長を中心とした教
員人事評価検討委員会での議論を踏まえ、次年度以降の検討課題として持ち越
した。

1）公立大学法人化に伴う業務や本学が戦略的に
推進すべき業務について、事務局組織が適切に担
いうるよう事務局組織の再編を行うとともに、事務
機能の情報化（デジタル化）を推進する。
2）公立大学法人移行後における事務等の効率化・
合理化に向けて、外部委託の検討や、経理、人事
等の業務処理の電子化を一層進める。
3）教職協働に向けて、教育研究活動の支援、事務
等の効率化・合理化に資する知識、技能の修得・向
上を目的に FD・SD 等を推進する。

3 3

1）教員の能力や業績を的確に把握しうる公正で納
得性の高い人事評価システムの整備について検討
を進める。
2）事務職員の人事管理に当たっては、各職員の能
力・適性等を勘案しつつ定期的に人事異動を行い、
職員のスキルアップを図るとともに人事交流を適切
に行う。
3）公立大学法人化後の教職員人事に関する諸規
定を適切に見直し、また、社会における働き方の変
化に対応した柔軟で多様な人事制度の構築を進め
る。

2 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

　（１）自己収入の確保に関する目標を達成するための措置 （１）自己収入の確保に関する目標を達成するための措置 

1）外部資金への各教員・学部別の応募状況、採択
及び獲得額の状況、資金獲得に向けたサポート状
況を整理し、外部資金の状況について公表する。

2025年度実績より、外部資金の状況についてホームページで公表することとし
た。

　現状よりも資金状況が改善
し、将来、資金運用を行う場合
を見据えて、その運用方法を検
討されたい。

2）寄附金募集に係る効果的な広報活動を検討す
る。

旭川市立大学基金を創設し、学内外の関係者、企業等に向けた広報活動を積極
的に行った。チラシ・リーフレットを作成し約700件の関係機関に送付しほか、基金
の協力依頼のための企業訪問、イベントや会合等での周知活動を実施した。これ
らの取組により、寄附金の受入額は18,022,000円となった。

　基金を創設し資金獲得に向け
て努力されていることは評価す
る。基金募集に当たっての目標
値を設定し、より積極的な取組
を推進してほしい。
　基金の活用実績について情
報発信し、大学への理解を深
めてもらえるように取り組んでも
らいたい。

（２）経費節減に関する目標を達成するための措置 （２）経費節減に関する目標を達成するための措置

1）全教職員がコスト意識を持つよう、学内の課題を
共有しながら業務改善に取り組む。定時退勤日の
設定など働き方の改革と併せて試行を実施する。

会議等において学内の課題共有を行い、事務手続きの見直しや業務の効率化に
取り組むとともに、定時退勤日の設定など働き方改革に関する取組について試行
的に実施した。また、DX推進チームを中心に、実務における業務時間の削減に向
けた取組について検討・準備を進めており、2026年度初旬からの本格的な運用開
始を予定している。一方で、業務の繁閑に応じた柔軟な対応の必要性など、制度
の定着に向けて引き続き検討すべき課題も明らかとなった。

2）物品・備品の購入方法や契約方法の見直しを引
き続き行い、経費削減に努める。

経費節減に関する取組として、物品・備品の購入および契約に係る購入方法・契
約方法について現行制度の内容を整理し、運用状況の確認を行った。あわせて、
各部署・学科の予算執行状況を随時点検し、支払時期や予算残額の確認等、適
切な予算執行となるよう調整をした。これらの取組により、購入・契約手続の適正
化及び予算執行管理の強化が図られ、経費の効率的な執行につながった。
契約事務規程に基づき入札を適切に実施した。入札実施件数は19件で、予定価
格に対し約17％（約7,800万円）のコスト削減を達成した。
なお、2024年度は入札件数19件、予定価格比約2％（5,546万円）の削減であり、
前年度を上回る成果となった。

3）教育研究環境を充実させながら、省エネルギー
化を目指し、啓発活動を継続する。

学内で使用の多いエネルギー源である、電気・ガスの使用料をホームページに公
表した。あわせて、講義室・研究室のLED化を推進するとともに、学生休業期間を
除き、事務職員による校舎全体の教室・廊下の巡回を1日1回実施し、電気や空
調の消し忘れ防止に取り組んだ。

年度計画小項目評価　【６　財務内容の改善に関する目標を達成するための措置】

＜中期目標　財務内容の改善に関する目標＞
⑴ 自己収入の確保に関する目標
　科学研究費助成事業等の競争的外部資金の獲得，受託研究資金の受入れ，寄附金収入の確保等に努め，財政基盤の安定化を図る。
⑵ 経費節減に関する目標
　教育水準の維持向上に配慮しながら適切に予算配分するとともに，効率的で合理的な予算執行により経費の節減に努める。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）外部資金については、関連情報を幅広く収集し、
適時に提供できる体制を整備するとともに、本学の
研究内容や研究成果等に係る情報を広く社会に発
信することにより、外部資金の一層の獲得に努め
る。
2）本学教員の外部資金への応募状況と採択及び
獲得額の状況について、毎年度、学部等別に整理
し公表する。

3 3

1）法人の健全な経営を確保するために、全職員が
コスト意識を持ち、業務の改善・見直しに取り組む。
2）物品・備品の購入方法や契約方法の見直しを進
めるなど、経費の効率的な執行に取り組む。
3）光熱水費については、教育研究の充実に伴い増
加が予想されるが、その使用実態等の把握に基づ
いた情報を公表するとともに、省エネルギーに関す
る啓発活動を行うことにより、その抑制に努める。

3 3 　経費については、「削減」のみ
を意識することだけではなくメリ
ハリのある予算執行を引き続き
お願いしたい。
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

（１）自己点検及び評価に関する目標を達成するための措置 （１）自己点検及び評価に関する目標を達成するための措置 

1）PDCAサイクルの実効性の向上に努める。IR機
能を構築し、アセスメント・ポリシーに基づいて点検
を行い、改善点をより明確化することで、大学全体
としての内部質保証体制の強化を目指す。第三者
評価及び公立大学法人評価委員会の評価結果を
ふまえ、自己点検・自己評価を進め、内部質保証の
PDCAサイクルを全学的に実施する。

内部質保証システムの構築については、学長および内部質保証担当学長補佐を
中心に、自己評価・内部質保証委員会において検討を行い、内部質保証の責任
および実施体制に係る案を策定し、2026年度の実施に向け、準備を進めている。
また、分野別の内部質保証に係る基本方針案を策定中であり、各方針について
は次年度に制定することとした。さらに、IR担当学長補佐の協力のもと、資料収集
等を行うとともに、検討課題となっていたアセスメントの実施体制の整備を進めて
いる。

2) 授業評価の回答率を向上させるために回答方法
を再検討する。授業評価結果や授業改善計画、成
績評価（GPA）などをホームページ上で公開する。

授業評価については、全科目で実施しているものの、回答率の低さが課題であ
り、教務委員会を中心に改善に向けた方策の検討を行っている。なお、授業評価
結果、授業改善計画および成績評価については、ホームページにおいて公表して
いる。

　授業評価について回答率の
向上に努められていることは大
変望ましい状況である。授業評
価を踏まえた授業の改善につ
いてより積極的に推進された
い。

3）学長を中心に全学的な内部質保証体制を確立
する。IR機能を活用して指摘事項を点検し、改善策
を教育・研究活動の質保証に実質的に反映させる
とともに、次回の外部評価受審に向けた準備を進
める。

新たな認証評価制度への対応に向け、大学・短大ともに、学長および内部質保証
担当学長補佐を中心として、本学の教学マネジメント体制について、次年度の運
用開始に向けた検討を自己評価・内部質保証委員会において行った。

　次期認証評価制度（第三者評
価制度）について的確に情報を
収集されるとともに、実施に向
けた対応を進めてほしい。

4）教育の質保証を担保するため、引き続き内部質
保証・学修成果の可視化等に努め、短期大学部の
認証評価機関による評価を令和10年度に受審す
る。

短大においては、令和10年度に認証評価の受審を控えていることから、次期認証
評価機関の選定を進めるとともに、大学・短大の同時受審の可否や、認証評価サ
イクルと法人評価との統合に係る検討を行うなど、制度変更の動向を注視してい
る状況にある。

年度計画小項目評価　【７　自己点検・評価及び情報公開に関する目標を達成するための措置】

＜中期目標　自己点検，評価及び情報公開に関する目標＞
⑴ 自己点検及び評価に関する目標
　第三者機関による認証評価や旭川市公立大学法人評価委員会による評価の結果を活用するとともに，自己点検及び評価を定期的に実施し，これらの結果を公表することにより，教育研究活動及び業務運営の質の向上に努める。
⑵ 情報公開に関する目標
　中期計画や財務諸表など法令上公表が義務付けられている事項のほか，教育研究活動や地域貢献活動なども積極的に公表する。また，進学を検討している学生が必要とする情報を速やかに公開することで，より多くの学生に選ばれ
る大学を目指す。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1)自己点検・評価結果並びに旭川市公立大学法人
評価委員会や認証評価機関の評価結果を踏まえ、
PDCA サイクルに基づく内部質保証システムの構
築を目指す。
2)社会に対する説明責任を果たすため、学生によ
る授業評価、大学の授業改善計画及び学生の成
績評価（GPA）をホームページ等により公開する。
3)大学・大学院について、第三者機関による認証評
価を令和 5 年度に受審する。
4)短期大学部について、認証評価機関による認証
評価を令和 10 年度に受審する。

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

（２）情報公開に関する目標を達成するための措置 （２）情報公開に関する目標を達成するための措置 

1）入試に関する情報を速やかに公開する。 「入学案内パンフレット」や「2025（令和7）年度入学者選抜要項」を本学HPに掲載
し、試験方式や受験科目など、高等学校及び入学希望者等に向けて公開してい
る。また、2026（令和8）年度の入学者選抜より試験制度の一部変更を予定してい
るが、変更内容をHPにて公開済みである。

2）本学の教育研究活動及び地域活動に関する効
果的かつ効率的なリアルタイムの情報発信につい
て事務局が中心となり全学的な検討を進める。

本学ホームページについては、地域創造学部の開設にあわせたリニューアルを
行うため、2025年度に事務職員によるチームを編成し、対応を進めた。教職員を
メンバーとしたプロポーザルを実施、業者の選定を行った。10年以上ぶりとなるリ
ニューアルを行い、2026年4月1日に公開した。
運用面については、権限の整備を進めるとともに、掲載情報の精査を行い、必要
な情報を適時的確に発信できるホームページの構築を目指している。
また、全学的な情報収集体制は未だ整備されていないが、次年度に向け、法人
全体の広報を担当する企画管理課企画広報担当に職員2名を配置した。また、同
担当を2026年度より法人全体の広報を担う部署として位置付け、運用を開始する
こととした。

3）中期目標・中期計画・年度計画・財務内容等組
織運営面に関する情報を、ホームページを用いて
公表する。

公立大学法人旭川市立大学情報公開ページhttps://www.asahikawa-
u.ac.jp/disclosure/にて然るべきタイミングで公開をおこなっている。
2025（令和7）年度公開情報
年度計画及び予算
2024（令和6）年度公開情報
年度計画及び予算・事業報告書・財務諸表・決算報告書・監査報告書・業務実績
報告書・業務実績評価書
その他、理事会・経営審議会・各教育研究審議会議事録も随時公表を行ってい
る。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）高等学校及び入学希望者へ入試情報等を速や
かに公開するための環境整備を行う。
2）本学の教育研究活動や地域貢献活動に関する
様々な情報を、広報資料やホームページ並びに
SNS(facebook、twitter、instagram、YouTube）を活
用し、より効果的に分かり易く公開・提供する。
3）中期目標・中期計画・年度計画・財務内容等組
織運営面に関する情報を、ホームページを用いて
公表する。

3 3
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

（１）法令遵守及び人権の尊重に関する目標を達成するための措置 （１）法令遵守及び人権の尊重に関する目標を達成するための措置

1）人権擁護・ハラスメントの防止及び対策など、研
修を定期的に開催し、啓発活動を推進する。ハラス
メント等が発生した場合の全学的な対応策を早急
に策定する。

アカデミックハラスメント防止に向け、年度当初のオリエンテーション時に学生およ
び教職員向けの啓発動画を作成し、周知・啓発を行った。ハラスメント発生時の対
応については、本学ハラスメント指針および「ハラスメントの防止及び対策に関す
る規程」に基づき、人権擁護委員会において整理し、対応フローチャートを作成・
配布するとともに、ホームページにも掲載している。ハラスメントに関する相談件
数の公表は行っていないが、同フローに基づき相談への対応を実施している。な
お、ハラスメントに関する相談および対応は、学内機関である人権擁護委員会に
おいて一元的に実施しており、相談対応から事実確認、対応方針の決定等、多岐
にわたる業務を担っていることから、今後の対応体制の在り方について検討を要
する。

2）2024年度に改定した「研究倫理審査規程」に基
づき、研究公正推進委員会が適宜研究倫理審査を
実施する。また、研究倫理研修会を開催し、研究倫
理審査の必要性や申請方法について教員および
大学院生に周知するとともに、研究活動における不
正行為の防止に取り組む。必要に応じて、学部生
にも研修を実施する。研究倫理eラーニングコース
等の競争的資金研修会を開催し、本学全教員が受
講する。

「研究倫理審査規程」に基づき、本学所属の研究者（教員）から申請のあった11
件について、研究倫理審査を行った。学部生および大学院生の研究については、
規程に基づき指導教員を責任者と位置付け、研究倫理に係る指導を行うととも
に、当該教員を通じて申請を行っている。なお、大学院生に対しては、指導教員が
個別に研究倫理に関する指導を行っている。

　研究倫理審査に関わる大学
院生への指導について、指導
教員が個別に指導を行い、必
要に応じて指導教員を通じて研
究倫理審査の手続を行ってい
ることは評価する。

（２）危機管理に関する目標を達成するための措置 （２）危機管理に関する目標を達成するための措置 

1）学生、教職員を対象とした防災訓練を実施する。 防災訓練の第一歩として、教職員のみを対象に、地震を想定した安否確認訓練を
2月13日10時に実施した。迅速な情報集約を想定し、学科・課単位での取りまとめ
を行い、緊急時における連絡体制の確認および対応力の向上を図った。取りまと
め方式による安否確認とするか、各個人による安否情報入力とするかについて
は、今後検討を要することが明らかとなった。

　安否確認訓練について多くの
大学が既に導入しているため
早期の対応を求める。

2）情報セキュリティ対策に関する実効的な報告及
び連絡体制を構築する。

情報セキュリティに関する、重大な事案への初動対応に関する学習・情報収集を
行うに留まり、対応体制構築には至らなかった。

　情報セキュリティに関しては
喫緊の課題であるため早期に
研修、訓練などの対応を進めて
ほしい。

3）情報セキュリティ対策に関する人材育成又は確
保の計画を策定する。

情報セキュリティ対策に関する人材育成や人材の確保についての計画の策定に
は至らなかったが、セキュリティに関わる情報教育センターの職員3名全員、外部
研修を受けた。

4）危機管理に関する規程の見直し及び緊急対応
時の対応方針及びマニュアルを策定する。

危機管理担当副学長及び総務課において、危機管理対応基本方針の策定に向
けた検討を行ったが、年度内の策定には至らなかった。

年度計画小項目評価　【８　その他業務運営に関する目標を達成するための措置】

＜中期目標　その他業務運営に関する目標＞
⑴ 法令遵守及び人権の尊重に関する目標
　法令，学内規則等の遵守を徹底するとともに，ハラスメントなどの人権侵害の防止に向けた取組を推進する。
⑵ 危機管理に関する目標
　防犯，防災，情報セキュリティ等のための危機管理体制を整備し，安全な教育研究環境の確保に努める。
⑶ 施設・設備の適切な維持管理及び活用に関する目標
　良好な教育研究環境を保つため，施設・設備の計画的な維持管理を行うとともに，必要な設備や機器の更新等の整備を行い，教育研究環境の充実に努める。また，教育研究及び管理に支障のない範囲において，施設・設備の地域で
の活用を図る。
⑷ 教育環境の整備に関する目標
　学内のＩＣＴ環境の整備・充実を図ることにより，学生の学習環境の情報化を推進し，学習データを活用したきめ細かな支援・指導に努める。

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）人権侵害，個人情報をはじめとする情報の漏
洩，研究不正や研究費に関する不正行為等の発生
は本学に深刻な影響を与えることを再確認し，本学
の構成員すべてに対し，法令，学内ルール，社会
規範等の遵守徹底を目的とした具体的事例を含む
研修を実施する。
2）研究公正推進委員会と人権擁護委員会がそれ
ぞれの役割と責任を果たすことで，法令遵守と人権
侵害防止の徹底を図る。

3 3

1）防災訓練計画を作成し，防災訓練を実施する。
2）情報教育センターが中心となって，情報セキュリ
ティの管理強化の徹底を図る。
3）研究公正推進委員会が中心となって，研究イン
テグリティの管理徹底を行う。
4）危機管理委員会を定期的に開催し，新型コロナ
ウイルスへの感染対策を継続して実施する。

2 2

　地域に親しまれる大学を目指
すからこそ重要な危機管理で
ある「不審者対策」について推
進してほしい。
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項目
評価

評価判断理由・実施状況等
年度
評価

指摘・意見等

（３）施設・設備の適切な維持管理及び活用に関する目標を達成するための措置 （３）施設・設備の適切な維持管理及び活用に関する目標を達成するための措置

1）施設修繕計画に沿って、継続している防水工事
を含め、修繕を実施する。

施設修繕計画に基づき、大学校舎の一部外壁工事を実施した。また、当初計画し
ていた短期大学の防水工事に替えて、教室の椅子・机の補修工事や空調設備工
事、LED改修工事を実施し、教育環境の整備を重点的に推進した。

2）教育研究活動に支障のない範囲で外部からの
施設利用希望に対応する。

市内外の88団体による施設利用があり、利用回数は216回となった。前年度と比
較して増加しており、2024年度比で約1.10倍（2024年度：64団体、195回）、2023年
度比で約1.29倍（2023年度：55団体、167回）と、着実に利用実績が伸びている。

　地域創造学部棟について産
学官連携拠点、スタートアップ
支援拠点の役割を発揮するた
め、地域住民等の使用を積極
的に進めてほしい。

（４）教育環境の整備に関する目標を達成するための措置 （４）教育環境の整備に関する目標を達成するための措置 

　オンライン授業やウェブ会議への対応を前提に，
インターネット環境の整備・拡充を継続して行うとと
もに，Edtech（エドテック/教育における AI，ビッグ
データ等の様々な新しいテクノロジーを活用したあ
らゆる取組）を意識した環境整備を行う。

1）ウェブ上の多様なサービス及び本学の情報資源
を効率的に利用できるよう、教育・研究用端末を現
在の標準的な仕様のものに段階的に更新する。
2）ネットワークインフラの信頼性を高めるため、保
守が行われていないネットワーク機器及び低速な
規格の配線を更新する。

4 短大研究室用パソコンを更新し、最新の安全なOS・アプリをストレスなく使えるよう
になった。
機器・配線の更新と、有線LANネットワークスイッチの7年間の保守契約締結によ
り、インフラの耐障害が増した。

4

中期計画 令和7年度　年度計画
法人による自己点検・評価 評価委員会による評価

1）施設修繕計画を作成し，優先して行う修繕工事
を定め，財務状況を踏まえて計画的に対応する。
2）外部（地域）からの施設・設備利用希望に対し，
可能な範囲で対応する。

3 3
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●　短期借入金の限度額

中期計画 実　　績

（１）　短期借入金の限度額

（２）　想定される理由 なし

●　重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

中期計画 実　　績

なし なし

●　剰余金の使途

中期計画 実　　績

なし 当期純利益1億2百万円を目的積立金として承認申請する予定である。

　（１）施設及び設備に関する計画

中期計画 実　　績

1）施設修繕計画を作成し，優先して行う修繕工事
を定め,財務状況を踏まえて計画的に対応する。
2）外部（地域）からの施設・設備利用希望に対し，
可能な範囲で対応する。

　（２）　人事に関する計画

中期計画 実　　績

1）教員の能力や業績を的確に把握しうる公正で納
得性の高い人事評価システムの整備について検討
を進める。
2）事務職員の人事管理に当たっては，各職員の能
力・適性等を勘案しつつ定期的に人事異動を行い，
職員のスキルアップを図るとともに人事交流を適切
に行う。
3）公立大学法人化後の教職員人事に関する諸規
定を適切に見直し，また，社会における働き方の変
化に対応した柔軟で多様な人事制度の構築を進め
る。
　（３）　中期目標の期間を超える債務負担

中期計画 実　　績

なし なし

　（４）　法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の使途

中期計画 実　　績

なし 当期純利益1億2百万円を目的積立金として承認申請する予定である。

　（５）　その他法人の業務運営に関し必要な事項

中期計画 実　　績

なし 定員充足状況・地域内の進学傾向及び就職状況についてはデータを蓄積している段階である。

●　予算，収支計画及び資金計画　　　※　財務諸表及び決算報告書を参照

令和７年度　年度計画

（１）短期借入金の限度額
２億円
（２）想定される理由
事故の発生等により、緊急に必要となる対策費として借り
入れることが想定される。

令和７年度　年度計画

なし

令和７年度　年度計画

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の
向上、組織運営及び施設設備の改善に充てる。

●　その他，旭川市の規則で定める業務運営に関する事項

令和７年度　年度計画

第 11 「その他業務運営に関する目標を達成するための措
置」の（３）「施設・設備の適切な維持管理及び活用に関す
る目標を達成するための措置」及び（４）「教育環境の整備
に関する目標を達成するための措置」に記載の通り、計画
的に行う。

施設修繕計画に基づき、大学校舎の一部外壁工事を実施した。また、当初計画していた短期大学の防水工事に替えて、教
室の椅子・机の補修工事や空調設備工事、LED改修工事を実施し、教育環境の整備を重点的に推進した。

なし

令和７年度　年度計画

公立化後の定員充足状況や地域における進学傾向を随
時把握し、将来的な教育組織の在り方について検討する。

令和７年度　年度計画

第８「業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す
るための措置」の（３）「人事制度に関する目標を達成する
ための措置」に記載の取組を実施し、適切な教職員配置を
計画的に進める。

教員人事評価制度の検討を重ねているが、体制整備までは至っておらず、次年度の整備を目指す。

令和７年度　年度計画

なし

令和７年度　年度計画
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